
 
 

○写  
令和７年７月 15 日 

 
長野地方最低賃金審議会 

会長 山本 恭子 殿 
 
 

長野地方最低賃金審議会 
運営問題小委員会 

委員長 山本 恭子 
 
 

長野地方最低賃金審議会の運営について（報告） 
 
 
令和７年７月 15 日開催の当委員会において、令和７年度における標記につい

て検討した結果を、下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１ 長野県最低賃金について 
（１）発効は、10 月１日を目途に審議する。 
（２）関係労使からの意見聴取は、意見陳述により行う。 
（３）結審は、審議会令第６条第５項を適用しない。 

 
２ 特定（産業別）最低賃金について 
（１）発効は、年内を原則とし、法定発効ないし指定日発効とする。 
（２）第１回の専門部会は全業種の合同部会とする。 
（３）各専門部会は、３回を目途で結審とする。 
（４）結審は、全会一致に限り審議会令第６条第５項を適用する。 

 

okadanota
フリーテキスト
 資料番号

　No.１６





【本審】 令和７年７月から８月分

名称 場所 審議内容等

７月３日(木) 10:30～12:00 第１回本審 ホテル信濃路２階穂高 県最賃改定諮問

７月29日(火) 13:30～15:00 第２回本審 ホテル信濃路２階穂高 意見陳述

８月５日(火) 15:00～17:00
（第４回専門部会終了後）

第３回本審 ホテル信濃路３階飯綱 県最賃答申、特賃最賃必要性諮問

８月21日(木) 10:30～12:00 第４回本審 ホテル信濃路２階穂高 異議申立審議、特定最賃必要性答申・改正諮問

【運営問題小委員会】

名称 場所 備考

７月15日(火) 13:30～14:00 第１回運営問題小委員会 長野労働局２階会議室 審議会運営に関する検討等

【特定最低賃金検討小委員会】

名称 場所 備考

７月15日(火) 14:00～15:00
（運営小委員会終了後）

第１回特定最賃検討小委員会 長野労働局２階会議室 特定最賃適用労働者数の提示等

８月７日(木) 10:30～12:00 第２回特定最賃検討小委員会 長野労働局２階会議室 特定最賃改定の必要性審議

【長野県最低賃金専門部会】

名称 場所 備考

７月29日(火) 15:00～16:00
（第２回本審終了後）

第１回長野県最賃専門部会 ホテル信濃路２階穂高
（第２回本審と同じ）

役割分担、労使双方からの意見確認

７月30日(水) 13:30～16:30 第２回長野県最賃専門部会 長野労働局１階会議室 県最賃目安伝達、金額審議

８月４日(月) 13:30～16:30 第３回長野県最賃専門部会 長野労働局２階会議室 金額審議

８月５日(火) 10:30～14:00 第４回長野県最賃専門部会 長野労働局２階会議室 金額審議、部会報告書（答申案）提出

日時

日時

８/５答申、８/21異議審、10/1(水)発効

令和７年度　長野地方最低賃金審議会日程表（変更）

日時

日時

okadanota
フリーテキスト
 資料番号

　No.１７



【本審】 令和７年７月から８月分

名称 場所 審議内容等

７月３日(木) 10:30～12:00 第１回本審 ホテル信濃路２階穂高 県最賃改定諮問

７月29日(火) 13:30～15:00 第２回本審 ホテル信濃路２階穂高 意見陳述

８月７日(木) 13:30～15:00
（第４回専門部会終了後）

第３回本審 ホテル信濃路３階飯綱
（第４回専門部会と同じ）

県最賃答申、特賃最賃必要性諮問

８月25日(月) 10:30～11:30 第４回本審 長野労働局２階会議室 異議申立審議、特定最賃必要性答申・改正諮問

【運営問題小委員会】

名称 場所 備考

７月15日(火) 13:30～14:00 第１回運営問題小委員会 長野労働局２階会議室 審議会運営に関する検討等

【特定最低賃金検討小委員会】

名称 場所 備考

７月15日(火) 14:00～15:00
（運営小委員会終了後）

第１回特定最賃検討小委員会 長野労働局２階会議室 特定最賃適用労働者数の提示等

８月21日(木) 13:30～ 第２回特定最賃検討小委員会 長野労働局２階会議室 特定最賃改定の必要性審議

【長野県最低賃金専門部会】

名称 場所 備考

７月29日(火) 15：00～16:00
（第２回本審終了後）

第１回長野県最賃専門部会 ホテル信濃路２階穂高
（第２回本審と同じ）

役割分担、労使双方からの意見確認

８月４日(月) 13:30～16:30 第２回長野県最賃専門部会 長野労働局２階会議室 県最賃目安伝達、金額審議

８月５日(火) 13:30～16:30 第３回長野県最賃専門部会 長野労働局２階会議室 金額審議

８月７日(木) 10:30～12:00 第４回長野県最賃専門部会 ホテル信濃路３階飯綱 金額審議、部会報告書（答申案）提出

日時

日時

８/７答申、８/25異議審、10/３(金)発効

令和７年度　長野地方最低賃金審議会日程表（予備１）

日時

日時



【本審】 令和７年７月から８月分

名称 場所 審議内容等

７月３日(木) 10:30～12:00 第１回本審 ホテル信濃路２階穂高 県最賃改定諮問

７月29日(火) 13:30～15:00 第２回本審 ホテル信濃路２階穂高 意見陳述

８月８日(金) 13:30～15:00
（第４回専門部会終了後）

第３回本審 ホテル信濃路３階飯綱
（第４回専門部会と同じ）

県最賃答申、特定最賃必要性諮問

８月26日(火) 10:30～11:30 第４回本審 ホテル信濃路２階志賀 異議申立審議、特定最賃必要性答申・改正諮問

【運営問題小委員会】

名称 場所 備考

７月15日(火) 13:30～14:00 第１回運営問題小委員会 長野労働局２階会議室 審議会運営に関する検討等

【特定最低賃金検討小委員会】

名称 場所 備考

７月15日(火) 14:00～15:00
（運営小委員会終了後）

第１回特定最賃検討小委員会 長野労働局２階会議室 特定最賃適用労働者数の提示等

８月21日(木) 13:30～ 第２回特定最賃検討小委員会 長野労働局２階会議室 特定最賃改定の必要性審議

【長野県最低賃金専門部会】

名称 場所 備考

７月29日(火) 15：00～16:00
（第２回本審終了後）

第１回長野県最賃専門部会 ホテル信濃路２階穂高
（第２回本審と同じ）

役割分担、労使双方からの意見確認

８月５日(火) 13:30～16:30 第２回長野県最賃専門部会 長野労働局２階会議室 県最賃目安伝達、金額審議

８月７日(木) 13:30～16:30 第３回長野県最賃専門部会 長野労働局２階会議室 金額審議

８月８日(金) 10:30～12:00 第４回長野県最賃専門部会 ホテル信濃路３階飯綱 金額審議、部会報告書（答申案）提出

日時

日時

８/８答申、８/26異議審、10/４(土)発効

令和７年度　長野地方最低賃金審議会日程表（予備２）

日時

日時





県

県
予
備
１

県
予
備
２

計
量

は
ん
用

小
売

印
刷

R7.7.3 ① 県最賃改正諮問 R6.7.3

R7.7.15 ① 審議会運営に関する検討等 R6.7.16

R7.7.15 ① 特定最賃適用労働者数の提示等 R6.7.16

R7.7.29 ② 　 意見陳述 R6.7.29

R7.7.29 　 ① 労使双方からの意見確認 R6.7.29

R7.7.30 　 ② 　 県最賃目安伝達、金額審議 R6.7.31

R7.8.4 　 　 　 　 ③ ② 　 　 　 　 （県最賃目安伝達）金額審議 R6.8.2

R7.8.5 　 　 　  ④ ③ ② 　 　 　 　 （県最賃目安伝達）金額審議 R6.8.5

R7.8.5 ③  県最賃答申、特定最賃必要性諮問 R6.8.5

R7.8.7 ② 　 特定最賃改定の必要性 R6.8.8

R7.8.7 ④ ③ 　 （金額審議）

R7.8.7 ③ 　 （県最賃答申、特定最賃必要性諮問）

R7.8.8 ④ 　 （金額審議）

R7.8.8 ③ 　 （県最賃答申、特定最賃必要性諮問）

R7.8.21 ④ 　 異議申立審議、特賃必要性答申、改正諮問 R6.8.21

R7.8.21 ② ② （特定最賃改定の必要性）

R7.8.25 ④ （異議申立審議、特賃必要性答申、改正諮問）

R7.8.26 ④ 　 　 （異議申立審議、特賃必要性答申、改正諮問）

※下記の日程は、令和６年度実績や特定最低賃金の効力発生日を考慮した事務局案であり、合同専門部会における日程調整等で正式に決定

計
量

は
ん
用

小
売

印
刷

R7.9.17 ① ① ① （合同専門部会）各部会長・部会長代理選出、日程調整 R6.9.18

R7.9.24 ② （計量）金額審議 R6.9.28

R7.9.25 ② （はん用）金額審議 R6.9.24

R7.9.26 ② （小売）金額審議 -

R7.10.8 ③ （計量）金額審議 R6.10.15

R7.10.9 ③ （はん用）金額審議 R6.10.11

R7.10.10 ③ （小売）金額審議 -

R7.10.15 ④ （計量）金額審議（予備日）
R6.10.16
R6.11.1

R7.10.16 ④ （はん用）金額審議（予備日） R6.10.11

R7.10.17 (計量、はん用部会全会一致でない場合） -

R7.10.20 ④ （小売）金額審議（予備日） -

R7.10.21 (小売部会全会一致でない場合） -

R7.11.5 異議審（計量） ※法定発効12/14 R7.1.1発効

R7.11.6 異議審（はん用）※法定発効12/17 R6.12.12発効

R7.11.7 異議審(計量、はん用部会全会一致でない場合） ※法定発効12/18 -

R7.11.7 異議審（小売）※指定日発効12/31 (R5.12.31発効)

R7.11.10 異議審(小売部会全会一致でない場合）※指定日発効12/31 -

R8.3.11 今年度審議総括、次年度特定最賃改正申出意向表明 R7.3.11

令和７年度　長野地方最低賃金審議会の日程一覧表（案）
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○写  
令和７年７月 15 日 

 
 
長野地方最低賃金審議会 

会長  山本 恭子 殿 
 
 

                長野地方最低賃金審議会 
                  特定最低賃金検討小委員会 
                      委員長 山本 恭子 

 
 

特定最低賃金検討小委員会における検討結果について（報告） 
 
 

当委員会は、令和７年度特定最低賃金（４業種）の適用使用者数・適用労働

者数について、慎重に審議を重ねた結果、下記の結論に達したので報告します。 
 

記 
 
 適用使用者数・適用労働者数は別表のとおりとする。 

 

okadanota
フリーテキスト
 資料番号

　No.１９



別表

令和3年
経済
センサス
使用者数

事業所
増減数

適用
使用者数

令和3年
経済
センサス
労働者数

増減人
員数

除外者数
適用

労働者数

印刷、製版業 317 -1 316 3,594 -51 276 3,267

はん用機械器具、生産用機
械器具、業務用機械器具、自
動車・同附属品、船舶製造・
修理業，舶用機関製造業

1,734 -2 1,732 52,343 -300 4,862 47,181

計量器・測定器・分析機器・
試験機、医療用機械器具・医
療用品、光学機械器具・レン
ズ、電子部品・デバイス・電子
回路、電気機械器具、情報通
信機械器具、時計・同部分
品、眼鏡製造業

1,309 -4 1,305 65,965 -121 8,999 56,845

各種商品小売業 52 5 57 3,987 230 845 3,372

特定（産業別）最低賃金　適用使用者数・適用労働者数

※　令和3年経済センサス 事業所母集団データベース（令和３年次フレーム確報集計経過）を基に、事業場の成立
　　 及び廃止情報並びに令和６年度実施の最低賃金基礎調査の情報により修正して算出した。
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令和７年７月 11 日（金）13:00～ 

於 厚生労働省 省議室（９階） 

 

 

第 70 回中央最低賃金審議会 

 

 

＜ 議 事 次 第 ＞ 

１ 会長及び会長代理の選任について 

２ 令和７年度地域別最低賃金額改定の目安について（諮問） 

３ その他 

 

＜ 資 料 一 覧 ＞ 

資料 No.1 中央最低賃金審議会委員名簿 

資料 No.2 中央最低賃金審議会運営規程 

資料 No.3 令和７年度地域別最低賃金額改定の目安について（諮問）（写） 

資料 No.4 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025 年改訂版（関係部分抜粋）  

資料 No.5 経済財政運営と改革の基本方針 2025（関係部分抜粋） 

資料 No.6 目安に関する小委員会委員名簿（案） 

 

以上 
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資料 No.1 

 

令和７年７月 11日 

 

中央最低賃金審議会委員名簿 
 

（公益委員） 

戎 野 淑 子 立正大学経済学部教授 

権 丈 英 子 亜細亜大学経済学部長・教授 

小 西 康 之 明治大学法学部教授 

首 藤 若 菜 立教大学経済学部教授 

  藤 村 博 之 独立行政法人労働政策研究・研修機構理事長 

  松 浦 民 恵 法政大学キャリアデザイン学部教授 

 

（労働者側委員） 

  池 田 智香子 全日本自動車産業労働組合総連合会 中央執行委員 

伊 藤 彰 英 日本基幹産業労働組合連合会 企画調査部部長 

永 井 幸 子 ＵＡゼンセン副書記長 

仁 平   章 日本労働組合総連合会総合政策推進局長 

平 野   覚 ＪＡＭ労働・調査グループ長 

水 崎 恵 一 全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会中央執行委員 

 

（使用者側委員） 

大 下 英 和 日本商工会議所産業政策第二部長 

佐久間 一 浩 全国中小企業団体中央会事務局次長 

志 賀 律 子 株式会社麻布タマヤ代表取締役 

土 井 和 雄 全国商工会連合会中小企業問題研究所長 

新 田 秀 司 一般社団法人日本経済団体連合会労働政策本部長 

堀 内 麻祐子 株式会社センショー代表取締役 

 

 

（注）掲載順は、五十音順である。 
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第
一
条

中
央
最
低
賃
金
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
の
議
事
運
営
は
、
最
低
賃
金
法
（
昭

和
三
十
四
年
法
律
第
百
三
十
七
号
）
及
び
最
低
賃
金
審
議
会
令
（
昭
和
三
十
四
年
政
令
第
百
六
十
三
号

）
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
規
程
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

第
二
条

審
議
会
の
会
議
（
以
下
「
会
議
」
と
い
う
。
）
は
、
会
長
が
必
要
と
認
め
た
と
き
の
ほ
か
、
厚

生
労
働
大
臣
、
六
人
以
上
の
委
員
又
は
労
働
者
代
表
委
員
、
使
用
者
代
表
委
員
及
び
公
益
代
表
委
員
各

一
人
以
上
を
含
む
三
人
以
上
の
委
員
か
ら
開
催
の
請
求
が
あ
っ
た
と
き
、
会
長
が
招
集
す
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
又
は
委
員
が
会
議
の
開
催
を
請
求
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、

付
議
事
項
及
び
希
望
期
日
を
、
少
な
く
と
も
当
該
期
日
の
一
週
間
前
ま
で
に
、
会
長
に
通
知
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

３

会
長
は
、
会
議
を
招
集
し
よ
う
と
す
る
と
き
に
は
、
緊
急
や
む
を
得
な
い
場
合
の
ほ
か
、
少
な
く
と

も
三
日
前
ま
で
に
、
付
議
事
項
、
日
時
及
び
場
所
を
委
員
に
通
知
す
る
と
と
も
に
、
厚
生
労
働
大
臣
に

通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

第
三
条

会
長
は
、
審
議
会
の
議
決
に
よ
り
、
特
定
の
事
案
に
つ
い
て
事
実
の
調
査
を
し
、
又
は
細
目
に

わ
た
る
審
議
を
行
う
た
め
、
委
員
を
指
名
し
て
小
委
員
会
等
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
四
条

委
員
は
、
会
長
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
（
映
像
と
音
声
の

送
受
信
に
よ
り
相
手
の
状
態
を
相
互
に
認
識
し
な
が
ら
通
話
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
シ
ス
テ
ム
を
い
う

。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
利
用
す
る
方
法
に
よ
っ
て
会
議
に
出
席
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
を
利
用
す
る
方
法
に
よ
る
会
議
へ
の
出
席
は
、
最
低
賃
金
審
議
会
令
第
五
条

第
二
項
及
び
第
三
項
に
規
定
す
る
会
議
へ
の
出
席
に
含
め
る
も
の
と
す
る
。

３

委
員
は
、
病
気
そ
の
他
の
事
由
に
よ
っ
て
会
議
に
出
席
で
き
な
い
と
き
は
、
そ
の
旨
を
会
長
に
適
当

な
方
法
で
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

委
員
は
、
旅
行
そ
の
他
の
事
由
に
よ
っ
て
長
期
間
不
在
と
な
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
会
長
に
適
当

な
方
法
で
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
五
条

会
長
は
、
会
議
の
議
長
と
な
り
、
議
事
を
整
理
す
る
。

２

委
員
は
、
会
議
に
お
い
て
発
言
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
会
長
の
許
可
を
受
け
る
も
の
と
す
る
。

３

審
議
会
は
、
会
長
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
委
員
で
な
い
者
の
説
明
又
は
意
見
を
聴
く
こ

と
が
で
き
る
。

第
六
条

会
議
は
、
原
則
と
し
て
公
開
と
す
る
。
た
だ
し
、
公
開
す
る
こ
と
に
よ
り
、
個
人
情
報
の
保
護

に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
、
個
人
若
し
く
は
団
体
の
権
利
利
益
が
不
当
に
侵
害
さ
れ
る
お

そ
れ
が
あ
る
場
合
又
は
率
直
な
意
見
の
交
換
若
し
く
は
意
思
決
定
の
中
立
性
が
不
当
に
損
な
わ
れ
る
お

そ
れ
が
あ
る
場
合
に
は
、
会
長
は
、
会
議
を
非
公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

会
長
は
、
会
議
に
お
け
る
秩
序
の
維
持
の
た
め
、
傍
聴
人
の
退
場
を
命
ず
る
な
ど
必
要
な
措
置
を
と

る
こ
と
が
で
き
る
。

第
七
条

会
議
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
議
事
録
を
作
成
す
る
。

２

議
事
録
及
び
会
議
の
資
料
は
、
原
則
と
し
て
公
開
と
す
る
。
た
だ
し
、
公
開
す
る
こ
と
に
よ
り
、
個

人
情
報
の
保
護
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
、
個
人
若
し
く
は
団
体
の
権
利
利
益
が
不
当
に

侵
害
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
又
は
率
直
な
意
見
の
交
換
若
し
く
は
意
思
決
定
の
中
立
性
が
不
当
に

損
な
わ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
は
、
会
長
は
、
議
事
録
の
一
部
又
は
全
部
を
非
公
開
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

３

前
二
項
の
規
定
は
、
小
委
員
会
等
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
八
条

会
長
は
、
審
議
会
が
議
決
を
行
っ
た
と
き
は
、
答
申
書
又
は
議
決
書
を
そ
れ
ぞ
れ
議
事
録
の
写

し
を
付
し
て
そ
の
都
度
厚
生
労
働
大
臣
に
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。

第
九
条

こ
の
規
程
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
小
委
員
会
等
の
議
事
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
小
委

員
会
等
の
長
が
当
該
小
委
員
会
等
に
諮
っ
て
定
め
る
。
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第
十
条

こ
の
規
程
の
改
廃
は
、
審
議
会
の
議
決
に
基
づ
い
て
行
う
。

附

則

こ
の
規
程
は
、
平
成
十
三
年
一
月
三
十
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則

こ
の
規
程
は
、
令
和
三
年
五
月
二
十
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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資料 No.3 
 

 

○写 

 

 

厚生労働省発基 0711 第１号 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ １ 日 

 

 

 

 

 

中央最低賃金審議会 

 

厚生労働大臣 福岡 資麿 

 

 

 

令和７年度地域別最低賃金額改定の目安について、新しい資本主義のグランド

デザイン及び実行計画 2025 年改訂版（令和７年６月 13 日閣議決定）及び経済財

政運営と改革の基本方針 2025（同日閣議決定）に配意した、貴会の調査審議を求

める。 

 



  資料 No.6 

目安に関する小委員会委員名簿（案） 

 

 

 

（公益委員） 

 

戎 野 淑 子    小 西 康 之 

 

首 藤 若 菜    藤 村 博 之 

 

 

 

（労働者側委員） 

 

伊 藤 彰 英    永 井 幸 子 

 

仁 平   章    水 崎 恵 一 

 

 

（使用者側委員） 

 

大 下 英 和    佐久間 一 浩 

 

土 井 和 雄    新 田 秀 司 

 

 

 

（注）名簿は五十音順である。 



令和７年７月 24 日（木） 15:00～ 

於  厚 生 労 働 省共用第 ９ 会 議 室 （ 1 2 階 ） 

 

第３回目安に関する小委員会 

 

 

＜ 議 事 次 第 ＞ 

令和７年度地域別最低賃金額改定の目安について  

 

 

以上 

okadanota
フリーテキスト
 資料番号

  No.２５





 

地域別最低賃金の推移等に関する資料 

 
 
 
№26－１ 地域別最低賃金の未満率及び影響率の推移 

 

№26－２ 地域別最低賃金額と目安額との関係の推移 

 

№26－３ 都道府県、性別所定内給与の推移 

 

№26－４ 長野県における男女別所定内給与額、賞与その他特別給与額の推移 

 

№26－５ 最低賃金の履行確保を主眼とする監督実施結果の推移 

 

№24－６ 生活保護（生活扶助基準(１類費＋２類費＋期末一時扶助費)＋住宅扶助）と最低賃金 

 

№24－７ 最低賃金額と生活保護費の比較（令和７年度） 
 

okadanota
フリーテキスト
 資料番号

　No.２６





H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

加重平均 798 823 848 874 901 902 930 961 1,004 1,055

引上額 18 25 25 26 27 1 28 31 43 51

引上率 2.3 3.1 3 3.1 3.1 0.1 3.1 3.3 4.5 5.1

未満率 1.9 2.7 1.7 1.9 1.6 2.0 1.7 1.8 1.9 1.8

影響率 9.0 11.1 11.9 13.8 16.3 4.7 16.2 19.2 21.6 23.2

加重平均 781 806 821 847 874 875 903 935 953 1,004

引上額 18 25 15 26 27 1 28 32 18 51

引上率 2.4 3.2 1.9 3.2 3.2 0.1 3.2 3.5 1.9 5.4

未満率 1.4 1.6 1.3 1.5 1.7 1.5 1.7 1.6 1.6 1.7

影響率 6.0 8.6 9.8 12.3 14.2 3.4 14.9 18.9 20.5 23.5

746 770 795 821 848 849 877 908 948 998

引上額 18 24 25 26 27 1 28 31 40 50

引上率 2.5 3.2 3.3 3.3 3.3 0.1 3.3 3.5 4.4 5.3

未満率 0.9 1.7 1.4 1.2 0.6 1.1 1.1 0.9 1.5 1.2

影響率 2.1 5.2 8.7 11.1 12.1 2.1 12.2 17.0 16.3 17.4

採決状況 ◮◑ ◑ ● ● ● ○ ● ● ● ○

　　　　　　　　注：１　「未満率」とは、最低賃金額を改正する前に、最低賃金額を下回っている労働者の割合をいう。
２　「影響率」とは、最低賃金を改正した後に、改正後の最低賃金額を下回ることとなる労働者の割合をいう。
３　「Ｂランク」の未満率、影響率については、加重平均を示す。
４　R5年度の「Ｂランク」は、令和5年のランク見直しにより、それまでの11県から28道府県に増えている。
５　「採決状況」は、県最賃専門部会及び本審の採決状況。

○全会一致、●使側全員反対、▲労側全員反対、◮労側一部反対、◑使側一部反対

Ｂランク

全国計

  長野県最低賃金

　　　　　　　地域別最低賃金の未満率及び影響率の推移

okadanota
フリーテキスト
 資料番号

　No.26-1





最賃額 引上額 対目安 最賃額 引上額 対目安 最賃額 引上額 対目安 最賃額 引上額 対目安 最賃額 引上額 対目安 最賃額 引上額 対目安

北海道 861 26 861 0 889 28 920 31 1 960 40 1010 50 149

宮城 824 26 825 1 1 853 28 883 30 923 40 973 50 149

福島 798 26 800 2 2 828 28 858 30 900 42 2 955 55 5 157

茨城 849 27 851 2 2 879 28 911 32 1 953 42 2 1005 52 2 156

栃木 853 27 854 1 1 882 28 913 31 954 41 1 1004 50 151

群馬 835 26 837 2 2 865 28 895 30 935 40 985 50 150

新潟 830 27 1 831 1 1 859 28 890 31 1 931 41 1 985 54 4 155

富山 848 27 849 1 1 877 28 908 31 948 40 998 50 150

石川 832 26 833 1 1 861 28 891 30 933 42 2 984 51 1 152

福井 829 26 833 4 1 858 25 888 30 931 43 3 984 53 3 155

山梨 837 27 838 1 1 866 28 898 32 1 938 40 988 50 151

長野 848 27 849 1 1 877 28 908 31 948 40 998 50 150

岐阜 851 26 852 1 1 880 28 910 30 950 40 1001 51 1 150

静岡 885 27 885 0 913 28 944 31 984 40 1034 50 149

三重 873 27 874 1 1 902 28 933 31 973 40 1023 50 150

滋賀 866 27 868 2 2 896 28 927 31 967 40 1017 50 151

京都 909 27 909 0 937 28 968 31 1008 40 1058 50 149

兵庫 899 28 1 900 1 1 928 28 960 32 1 1001 41 1 1052 51 1 153

奈良 837 26 838 1 1 866 28 896 30 936 40 986 50 149

和歌山 830 27 1 831 1 1 859 28 889 30 929 40 980 51 1 150

島根 790 26 792 2 2 824 32 4 857 33 3 904 47 7 962 58 8 172

岡山 833 26 834 1 1 862 28 892 30 932 40 982 50 149

広島 871 27 871 0 899 28 930 31 970 40 1020 50 149

山口 829 27 1 829 0 857 28 888 31 1 928 40 979 51 1 150

徳島 793 27 1 796 3 3 824 28 855 31 1 896 41 1 980 84 34 187

香川 818 26 820 2 2 848 28 878 30 918 40 970 52 2 152

愛媛 790 26 793 3 3 821 28 853 32 2 897 44 4 956 59 9 166

福岡 841 27 1 842 1 1 870 28 900 30 941 41 1 992 51 1 151

単純平均 841.4 26.6 842.7 1.3 870.7 28.0 901.5 30.8 942.4 40.9 995.0 52.6 153.6

※黄色い網掛けは、Ｒ４年度までのＢランク11県。R5年のランクの見直しにより、Ｒ５年度からＢランクは28道府県

※Ｒ元年度～Ｒ６年度までのＢランクの目安額は、Ｒ元年度２７円、Ｒ２年度なし、Ｒ３年度２８円、Ｒ４年度３１円、Ｒ５年度４０円、Ｒ６年度５０円

道府県名

R３年度 R５年度
Ｒ元－Ｒ６の
引上額

R元年度 R２年度 R４年度

Ｂランクの地域別最低賃金額の推移

R６年度

okadanota
フリーテキスト
 資料番号

　No.26-2





R元年 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年 R元年 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年 R元年 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年

北海道 280.8 272.8 274.8 267.7 288.5 288.5 304.8 300.2 302.1 297.7 318.0 316.8 238.3 228.0 227.4 223.6 239.6 248.2

青森 239.0 240.5 245.0 247.6 249.9 259.9 265.2 265.7 267.3 267.4 275.2 290.2 204.0 206.2 212.9 219.1 212.9 223.8

岩手 245.7 245.9 249.6 252.3 259.6 267.0 267.3 267.7 270.6 275.5 281.0 291.6 209.3 210.8 214.1 215.0 225.7 229.3

宮城 287.3 281.9 277.9 284.2 288.9 298.1 315.1 309.2 307.2 311.4 317.3 331.5 230.4 232.1 231.3 235.5 241.6 247.3

秋田 243.9 246.7 247.5 259.1 261.4 265.5 268.5 272.8 270.6 288.3 285.7 291.1 209.8 211.0 212.2 220.8 228.2 231.4

山形 245.3 251.9 259.6 254.6 255.8 272.4 272.6 278.0 285.4 282.4 281.4 300.9 204.0 213.9 217.2 211.4 220.9 231.2

福島 261.1 267.3 269.5 267.9 279.4 276.3 287.3 295.3 295.9 296.1 307.7 306.0 215.5 219.7 222.4 226.2 231.6 232.5

茨城 298.7 301.0 295.4 305.2 311.9 312.5 325.9 330.0 323.6 331.4 347.0 342.9 238.5 242.7 239.7 245.7 250.1 257.4

栃木 292.6 291.5 289.4 296.6 323.0 314.4 318.1 315.9 316.7 326.7 356.1 346.8 238.1 244.1 238.1 241.4 252.9 256.8

群馬 287.4 286.2 282.4 284.4 296.7 302.5 313.1 314.0 306.8 312.2 322.9 331.4 232.4 233.1 237.4 234.2 247.6 250.7

埼玉 301.7 301.5 303.6 305.2 317.2 322.3 329.8 327.4 331.7 330.6 343.5 351.0 248.6 251.1 253.7 257.4 267.0 271.0

千葉 303.1 302.0 300.9 309.0 309.5 320.3 331.3 331.0 325.6 336.7 340.1 352.4 254.9 250.7 257.1 258.3 258.6 268.7

東京 379.0 373.6 364.2 375.5 368.5 403.7 417.4 410.3 396.8 412.8 409.6 440.8 305.8 302.7 302.5 311.2 299.2 338.4

神奈川 341.1 335.2 336.2 335.6 350.4 355.8 367.6 362.4 365.3 366.6 380.3 387.9 280.2 277.4 276.1 276.5 287.8 299.1

新潟 263.6 259.4 272.1 275.0 270.2 288.7 290.3 280.8 296.8 299.0 296.8 315.3 219.8 222.8 231.8 235.0 228.8 244.2

富山 277.1 287.9 277.6 281.2 293.9 295.2 303.8 312.8 302.9 308.7 320.1 321.6 230.2 244.2 236.4 238.8 245.8 253.0

石川 282.8 285.2 289.3 283.1 290.4 308.4 309.3 316.7 320.9 312.3 317.9 339.2 236.6 231.8 240.0 240.0 243.2 257.8

福井 276.4 274.2 277.7 283.5 285.3 290.9 303.7 299.3 305.0 313.3 315.4 317.0 229.6 232.0 232.3 235.6 238.8 246.4

山梨 282.3 287.4 281.5 287.7 292.2 304.4 311.9 317.6 311.0 316.3 322.0 335.5 226.4 234.2 230.2 238.9 236.7 253.9

長野 283.5 283.5 284.4 285.2 287.7 298.6 310.5 312.4 311.6 312.1 320.0 324.2 228.8 231.6 230.7 235.6 232.9 253.4

岐阜 282.8 289.1 287.6 292.7 292.4 289.3 308.8 314.0 314.6 319.9 322.0 321.1 236.2 234.3 234.0 237.3 237.0 238.4

静岡 287.1 290.4 285.3 294.2 305.3 309.4 315.4 318.6 311.2 323.4 332.5 343.3 231.8 236.5 234.8 241.1 251.4 251.1

愛知 318.5 314.1 317.3 312.6 321.8 332.6 344.7 341.7 346.4 338.9 353.5 363.0 252.6 254.1 247.9 251.4 258.9 267.7

三重 296.3 294.4 298.2 296.6 304.8 309.6 324.4 327.4 329.2 324.2 333.3 340.1 236.0 231.4 233.9 238.7 249.1 251.4

滋賀 298.8 301.5 290.7 303.8 302.9 312.9 324.8 331.5 316.8 331.8 331.8 340.3 241.9 242.9 235.9 249.6 246.4 255.4

京都 301.0 310.8 312.2 305.6 316.0 323.3 327.6 342.4 340.8 335.1 346.7 351.4 257.2 259.2 264.1 257.5 267.8 283.0

大阪 332.2 320.4 326.9 330.9 340.0 348.0 365.9 354.9 357.6 363.0 374.2 382.2 270.7 261.2 268.7 276.4 282.5 287.1

兵庫 305.3 301.5 307.9 312.3 316.8 318.8 333.5 329.0 340.0 344.2 347.1 347.7 254.0 252.4 252.6 258.4 265.0 266.0

奈良 304.4 296.0 289.7 310.6 302.1 312.7 331.3 324.0 317.1 337.8 329.0 339.4 259.5 252.0 248.6 271.0 262.5 270.8

和歌山 278.5 277.6 287.3 288.0 298.1 297.3 306.7 304.4 320.0 312.7 325.1 330.4 229.4 235.3 228.9 243.6 256.0 249.3

鳥取 251.6 257.9 251.6 263.8 258.3 269.1 277.8 283.2 271.3 287.0 282.0 300.4 214.4 222.3 226.2 229.8 222.7 229.5

島根 258.6 257.3 259.0 263.1 268.7 269.3 282.3 279.6 283.8 287.8 294.6 293.0 218.6 221.4 224.2 225.8 230.9 234.1

岡山 280.6 277.4 277.6 285.2 290.8 296.9 309.0 305.8 304.1 312.0 316.4 326.0 232.9 229.9 234.9 235.7 249.1 251.8

広島 301.1 294.5 290.9 296.1 296.9 312.7 327.3 322.9 317.7 322.3 321.4 340.2 245.5 239.2 244.9 245.8 248.6 264.4

山口 279.0 279.7 282.5 283.2 290.1 298.3 309.4 307.1 307.8 305.7 317.1 329.6 228.2 232.4 236.1 242.7 245.7 245.7

徳島 275.4 270.3 269.7 277.1 271.3 293.0 303.5 297.0 295.9 301.9 303.0 323.0 233.3 233.3 232.9 241.2 232.0 249.9

香川 272.6 281.5 283.3 282.8 279.4 297.2 297.8 313.3 310.3 312.0 306.1 329.9 229.1 227.7 236.6 228.5 233.3 248.7

愛媛 259.8 260.5 267.7 267.3 279.6 281.5 290.1 288.4 292.6 291.9 308.9 308.9 213.1 216.2 227.4 224.2 234.4 235.9

高知 266.0 254.5 268.5 265.2 273.0 273.3 293.3 280.5 294.9 290.5 299.2 296.6 230.7 221.3 234.1 233.1 240.6 243.5

福岡 290.5 282.9 288.2 296.5 297.3 308.0 319.4 316.6 318.5 323.7 326.8 341.0 238.5 232.5 239.4 253.2 249.1 255.4

佐賀 249.4 255.0 255.2 265.0 269.4 276.5 275.6 283.3 280.3 285.4 295.1 302.0 205.5 216.0 214.4 227.7 231.4 241.1

長崎 249.6 255.2 263.8 267.7 257.3 278.4 282.3 280.8 293.4 294.5 284.4 308.9 210.5 222.7 222.5 226.0 228.1 242.7

熊本 258.8 262.4 262.4 270.3 269.0 283.1 287.5 294.3 288.8 302.1 300.4 314.5 220.0 219.8 225.0 226.3 227.4 241.8

大分 260.3 262.1 261.3 275.1 271.4 285.0 286.0 289.4 291.2 300.1 301.5 317.0 222.6 223.5 216.2 233.2 231.9 236.0

宮崎 243.0 248.5 244.6 249.6 254.3 259.8 270.2 274.3 274.7 276.3 280.9 288.4 205.0 210.4 204.8 215.7 222.4 225.4

鹿児島 257.3 256.3 261.1 256.0 268.3 273.9 287.1 285.1 288.0 284.0 298.1 303.1 213.2 212.8 218.1 218.9 228.4 233.1

沖縄 251.3 252.5 250.8 252.0 265.4 266.3 272.3 277.9 272.9 273.8 293.8 286.9 220.7 218.7 222.1 222.2 229.5 239.3

※（参考表）都道府県別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額（47都道府県一覧）

(千円）

都道府県
男女計 男 女

都道府県、性別所定内給与の推移（賃金構造基本統計調査）

okadanota
フリーテキスト
 資料番号

　No.26-3





月額(千円) 303.8 310.6 302.4 305.7 310.5 312.4 311.6 312.1 320 324.2

時間(時間) 167 166 168 168 165 166 166 166 167 165

月額(千円) 220.9 229.5 222.3 225.4 228.8 231.6 230.7 235.6 232.9 253.4

時間(時間) 164 164 164 163 160 161 162 162 164 161

男性(円) 1,819     1,871     1,800     1,820     1,882     1,882     1,877     1,880     1,916     1,965     

女性(円) 1,347     1,399     1,355     1,383     1,430     1,439     1,424     1,454     1,420     1,574     

男性(％) 100.0% 102.9% 98.9% 100.0% 103.4% 103.5% 103.2% 103.4% 105.3% 108.0%

男性(％) 96.7% 99.4% 95.7% 96.7% 100.0% 100.0% 99.7% 99.9% 101.8% 104.4%

女性(％) 100.0% 103.9% 100.6% 102.7% 106.2% 106.8% 105.7% 108.0% 105.4% 116.9%

女性(％) 94.2% 97.9% 94.8% 96.7% 100.0% 100.6% 99.6% 101.7% 99.3% 110.1%

格差(女/
男％)

74% 75% 75% 76% 76% 76% 76% 77% 74% 80%

（注）

年別 

931.1 880.7 891.9 956.4 995.8 971.6 892.6 907.3 1020.0 1071.6

549.6 556.0 535.4 579.1 568.8 553.6 531.8 542.0 519.0 600.5

59% 63% 60% 61% 57% 57% 60% 60% 51% 56%

R４H27 R２H30

 3　資料出所　賃金構造基本統計調査
                   （都道府県、年齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額）

R１
　　　　　　　　　　　　　　年別
　区分

所定内
給与額
及び

労働時間

賃金額

女　　　　　　性

格差(女/男 %)

R３ R４

 区分

男　　　　　　性

H27 H28 H29 H30 R１ R２

R６

R６

長野県における男女別所定内給与額の推移

（千円）

長野県における男女別賞与その他特別給与額の推移

H28 H29 R３

 1　1時間当たりの賃金額は、所定内給与月額を所定内労働時間数で除した額であり、1円未満を四捨五入した額である。

 2　1時間当たり賃金額の指数は、男女とも上段は平成26年、下段は令和元年を100とした数値である。

R５

R５

指　数

1
時
間
当
た
り
賃
金
額

男
性

女
性
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監督実施
事業場数
（Ａ）

法第４条違反
事業場数
（Ｂ）

違反率
（Ｂ）／（Ａ）

適用される最低賃金
額を知っている

金額は知らないが適
用されることは知っ

ている

最低賃金が適用され
ることを知らなかっ

た

監督実施事業場
の労働者数
（Ｃ）

最低賃金額未満
労働者数（Ｄ）

最低賃金額未満
労働者の比率
（Ｄ）／（Ｃ）

H27 13,295 1,545 11.6 40.1 52.2 7.6 161,377 5,262 3.3
H28 12,925 1,715 13.3 39.4 51.7 8.9 166,570 5,590 3.4

H29 15,413 2,166 14.1 41.8 52.3 5.9 196,039 6,853 3.5

H30 15,602 1,985 12.7 47.3 48.2 4.6 195,606 6,386 3.3
R01 15,671 2,145 13.7 52.4 42.6 5.0 198,108 7,213 3.6
R02 15,600 2,080 13.3 55.9 38.6 5.5 185,239 5,910 3.2
R03 9,308(※) 751 8.1 53.0 41.0 6.0 96,730 1,680 1.7
R04 14,965 1,607 10.7 56.2 36.7 7.1 164,525 4,389 2.7
R05 15,105 1,558 10.3 59.6 35.2 5.2 163,175 3,786 2.3
R06 15,485 1,633 10.5 61.9 32.2 5.9 173,558 4,053 2.3
R07 20,281 2,034 10.0 64.7 30.0 5.4 220,060 4,756 2.2

H27 242 34 14.0 44.1（71.9） 52.9（27.3） 2.9（0.8） 3,528 83 2.4
H28 235 31 13.2 29.0（71.1） 58.1（27.2） 12.9（1.7） 3,931 132 3.4
H29 240 46 19.2 52.2（76.3) 45.7 (22.5） 21.8（1.3） 4,018 145 3.6
H30 280 45 16.1 40.0 (72.5) 60.0（26.1） 0.0（1.4） 3,203 128 4.0
R01 269 43 16.0 37.2（71.4) 53.5（26.8） 9.3（1.9） 4,450 177 4.0
R02 270 39 14.4 64.1（86.7) 35.9（13.3） 0.0（0.0） 4,154 132 3.2
R03 277 28 10.1 40.7（87.0) 55.6（13.4） 0.4（0.0） 3,989 83 2.1
R04 280 38 13.6 52.6（71.8) 39.5（27.1） 7.9（1.1） 2,946 115 3.9
R05 324 59 18.2 45.8（72.8) 47.4（25.3） 6.8（1.9） 2,746 106 3.9
R06 334 57 17.1 84.2（85.0) 15.8（13.2） 0.0（1.8） 3,792 147 3.9
R07 372 59 15.9 89.8（95.7) 10.2（ 4.3） 0.0（0.0） 4,388 127 2.9
注：※令和3年は、緊急事態宣言等が発出されたことに伴い、申告や労働者からの相談等に基づく事案など緊急性があると考えられるものを除き、上記監督の実施を延期した。

（ ）内は監督実施事業場に対する認識状況

最 低 賃 金 の 履 行 確 保 を 主 眼 と す る 監 督 実 施 結 果 の 推 移

法　違　反　の　状　況 法違反事業場の認識状況(％） 最賃金額未満労働者の状況

全
　
　
　
　
　
国

長
　
　
野
　
　
局
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生産は一進一退で推移

乗用車新車販売は５カ月連続で前年を上回る

公共工事保証請負額は２カ月ぶりに前年を下回る

新設住宅着工戸数は３カ月ぶりに前年を下回る

　　４月の生産動向

　　５月の個人消費

　　５月の公共投資

　　５月の住宅投資

概      要

緩やかに回復しているが、米国の通商政策等による不
透明感がみられる

　　全国景気※

　　長野県内景気

（月 例 調 査）
 

足踏みの状態にある

最 近 の 長 野 県 経 済 の 動 向

2025年7月16日

有効求人倍率は２カ月連続で前月を下回る

　　今後は、米国の通商政策の影響や、個人消費に影響を与える実質賃金の伸びが
　　安定的にプラスで推移していくかどうかに注視する必要がある。

※内閣府「月例経済報告（2025年６月）」より

　　５月の雇用情勢

照会先

一般財団法人 長野経済研究所 調査部

担当 粂井、須田

電話 026-224-0501 

okadanota
フリーテキスト
 資料番号

　No.２７



①

景気動向指数

・４月のＮＣＩ（一致指数）は、120.5と前月と比較し△2.1ポイントとなった。３カ月後方移動平均は前月と変わ

らず横ばいとなった。７カ月後方移動平均は同△0.4ポイントと５カ月ぶりに低下した。NCI（一致指数）は、

下方への局面変化を示している。

・ＮＤＩ（一致指数）は、60.0％となり、景気判断の分かれ目である50.0％を３カ月連続で上回った。

120.5 

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

130

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

（2020年＝100） NCI（一致指数）の推移

NCI

３カ月後方移動平均

７カ月後方移動平均

（資料）当研究所「長野県景気動向指数」

（注） １.NCIは長野県の景気変動の大きさやテンポ（量感）を示す

２.シャドー部分は長野県の景気後退期を示す
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19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

NDI（一致指数）の推移

（資料）当研究所「長野県景気動向指数」

（注）１.NDIは長野県の景気の方向、波及度合いを示す

２.シャドー部分は長野県の景気後退期を示す

（％）



②

生産は一進一退で推移

生　産

▲ 3.0

105.5
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（2020年=100）

（年/月）

鉱工業生産指数の推移

（季節調整済指数）

前月比（右目盛）

長野県（左目盛）

全国（左目盛）

（前月比、％）

（資料）長野県企画振興部総合政策課統計室「長野県鉱工業指数」、経済産業省「鉱工業生産指数」

（注）全国：25年５月分は速報値

（長野県）

（全国）

▲ 3.7

0.5

▲ 1.8

▲ 15

▲ 10

▲ 5

0

5

10

24/4 5 6 7 8 9 10 11 12 25/1 2 3 4 5

（％）

（年/月）

鉱工業生産指数の業種別寄与度

（原指数、前年同月比）

汎用・生産用・業務用機械 電子部品･デバイス
電気機械 情報通信機械
輸送機械 食料品
その他 長野県伸び率
全国伸び率

（長野県）

（資料）長野県企画振興部総合政策課統計室「長野県鉱工業指数」、経済産業省「鉱工業生産指数」

（注）全国伸び率：25年５月分は速報値

（全国）

・４月の鉱工業生産指数は、原指数が前年同月比△3.7％、季節調整済指数が前月比△3.0％となった。

・季節調整済指数は２カ月連続で前月を下回ったほか、原指数も４カ月ぶりに前年を下回った。中国景気

の低迷やIT関連需要が低調に推移する中、車載向けもこのところ回復の動きに一服感がみられることなど

から、生産は一進一退で推移している。

・主要業種別にみると、「食料品」「電子部品・デバイス」などが前年を上回ったものの、「汎用・生産用・業務

用機械」「電気機械」などが前年を下回った。



 

（注）全国伸び率：25年５月分は速報値

③

個人消費

乗用車新車販売は５カ月連続で前年を上回る

・５月の大型小売店売上高は、前年同月比＋3.9％（売場面積調整前）となり、44カ月連続で前年を上回った。

食料品は、コメや加工食品等の販売価格の上昇などから、同＋5.0％となった。衣料品は、季節衣料を中心に

販売が低調で、同△9.1％となった。雑貨・その他は、化粧品や身の回り品が堅調で、同＋0.5％となった。

・５月の乗用車新車販売は、人気車種でモデルチェンジがあったことに加え、昨年発生した認証不正問

題の反動増などから、前年同月比＋4.0％と５カ月連続で前年を上回った。車種別にみると、軽自動

車は同＋12.8％と５カ月連続で前年を上回った一方、普通車は同△0.7％と７カ月ぶりに、小型車は

同△4.7％と２カ月ぶりに前年を下回った。
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（％）
大型小売店売上高の品目別寄与度 (前年同月比）

食料品
衣料品
雑貨・その他
長野県伸び率
全国伸び率

（年/月）
（資料）当研究所「長野県内大型小売店売上高の動向」、経済産業省「商業動態統計」

（全国）

（長野県）
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（％）
乗用車新車販売台数の車種別寄与度 （前年同月比）

普通車 小型車

軽自動車 長野県伸び率

全国伸び率

（資料） 北陸信越運輸局長野運輸支局｢長野県における新車新規登録台数（検査・届出）台数｣、

一般社団法人日本自動車販売協会連合会「車種別販売台数」、

一般社団法人全国軽自動車協会連合会「軽四輪車新車販売台数確報」

（注）普通車：３ナンバー車、小型車・軽自動車：５ナンバー車

（年/月）

（全国）

（長野県）



④

建設投資

公共工事保証請負額は２カ月ぶりに前年を下回る
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（％）
公共工事保証請負額の発注者別寄与度（前年同月比）

国 県

市町村 独立行政法人等

地方公社 その他

長野県伸び率 全国伸び率

（年/月）

（長野県）

（全国）

4.0

（資料）東日本建設業保証株式会社長野支店「保証取扱高」、東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」
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（％）
新設住宅着工戸数の利用関係別寄与度（前年同月比）

持家 貸家

給与 分譲

長野県伸び率 全国伸び率

（年/月）

（全国）

（資料）長野県建設部建築住宅課「新設住宅着工統計」、国土交通省「建築着工統計調査」

（注）給与：社宅、公務員住宅など

（長野県）

・５月の公共工事保証請負額は、前年同月比△4.5％の470億4,900万円となり、２カ月ぶりに前年を下回った。発注者

別にみると、国が＋84.0％と増加したものの、県が同△1.2％、市町村が同△19.8％、独立行政法人等が同△14.2％、

その他が同△31.3％と減少した。

・５月の新設住宅着工戸数は、前年同月比△45.8％の483戸と前年を３カ月ぶりに前年を下回った。利用関係別にみ

ると、給与が同＋300.0％と増加したものの、省エネ基準変更などの影響もあり、持家が同△41.2％、貸家が同

△56.3％、分譲が同△48.5％と減少した。



⑤

雇　用

有効求人倍率は２カ月連続で前月を下回る
・５月の有効求人倍率は、前月比△0.02ポイントの1.27倍となり、２カ月連続で前月を下回った。

・新規求人数（全数）は前年同月比△6.2％となり、２カ月ぶりに前年を下回った。このうち常用は同△1.2％、

パートは同△11.9％となった。主要産業別では、サービス業が同△8.9％、医療・福祉が同△4.8％、卸売

業・小売業が同△2.9％などと、建設業を除く産業で前年を下回った。

・新規求職者数（全数）は、前年同月比△4.0％と10カ月連続で前年を下回った。

・４月の名目賃金は前年同月比＋3.3％と48カ月連続で前年を上回ったが、実質賃金は同△0.6％と２カ月

連続で前年を下回った。所定外労働時間は同＋1.1％と８カ月ぶりに前年を上回った。

1.1

3.3

▲ 0.6

▲ 10

▲ 5

0

5

10

15

▲ 4

▲ 2

0

2

4

6

24/4 5 6 7 8 9 10 11 12 25/1 2 3 4

（％）

（年/月）

所得関連指標の推移（前年同月比）

所定外労働時間（右目盛）

名目賃金（左目盛）

実質賃金（左目盛）

（資料）長野県企画振興部総合政策課統計室「毎月勤労統計調査」

（注）１．いずれも従業員規模５人以上の共通事業所のみを集計

２．名目賃金の前年同月比は、きまって支給する給与の実額比較による

３．実質賃金の前年同月比は、名目賃金と長野市の消費者物価指数（持家の帰属家賃除く総合）から当研究所が計算

（％）

▲ 6.2

▲ 4.0

1.27

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

▲ 20

▲ 10

0

10

20

24/5 6 7 8 9 10 11 12 25/1 2 3 4 5

（倍）（前年同月比、％）

（年/月）

有効求人倍率と新規求人数・求職者数の推移

（パートタイム含む）

新規求人数（左目盛）

新規求職者数（左目盛）

有効求人倍率（季調値、右目盛）

（資料)長野労働局職業安定部「最近の雇用情勢」
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有効求人倍率は中信を除き前年を下回る

県内地域別・近隣都県別有効求人倍率

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

24/5 6 7 8 9 10 11 12 25/1 2 3 4 5

（倍）

（年/月）

全国と長野県の近隣都県の有効求人倍率（季節調整値）比較

富山県(1.48)

全 国(1.24)

群馬県(1.30)

岐阜県(1.43)

静岡県(1.08)

長野県(1.27)

山梨県(1.32)
愛知県(1.32)

東京都(1.76)

新潟県(1.43)

（資料）厚生労働省「職業安定業務統計（都道府県別有効求人倍率の推移）」

（注）１．新規学卒を除きパートタイムを含む

２．長野県の近隣都県および、経済規模、産業構造が類似している県

・５月の地域別有効求人倍率（全数）は、北信が前年同月比△0.12ポイントの1.11倍、東信が同△0.05ポイ

ントの1.19倍、中信が同＋0.01ポイントの1.25倍、南信が同△0.07ポイントの1.17倍となった。

・職業安定所別有効求人倍率（全数）は、須坂、木曽福島が1.34倍と最も高く、次いで飯田が1.28倍となっ

た。

・長野県の有効求人倍率は56カ月連続で全国を上回り、順位は前月から１つ下げ21位となった。

３．実質賃金の前年同月比は、名目賃金と長野市の消費者物価指数（持家の帰属家賃除く総合）から当研究所が計算

長野県職業安定所別有効求人倍率（実数値）（25年5月)

職業安定所 長野 篠ノ井 飯山 須坂 上田 佐久 松本 木曽福島 大町 飯田 伊那 諏訪

全　数 1.12 1.03 1.00 1.34 1.14 1.23 1.26 1.34 1.07 1.28 1.07 1.17

前年同月比
（ポイント）

▲ 0.18 ▲ 0.16 ▲ 0.06 0.18 ▲ 0.10 ▲ 0.02 0.02 0.08 ▲ 0.15 ▲ 0.04 ▲ 0.10 ▲ 0.06

うち常用 1.02 1.00 0.97 1.22 1.08 1.21 1.17 1.23 0.99 1.21 0.96 1.09

前年同月比
（ポイント）

▲ 0.15 ▲ 0.15 ▲ 0.01 0.17 ▲ 0.08 0.01 0.05 0.13 ▲ 0.20 ▲ 0.04 ▲ 0.09 ▲ 0.06

（資料）長野労働局職業安定部「最近の雇用情勢」

（注）実数値とは、新規学卒を除きパートタイムを含む季節調整前の原数値

地　域
北　　　信(1.11) 東　信(1.19) 中　　　信(1.25) 南　　　信(1.17)

(前年同月比▲0.12) (前年同月比▲0.05) (前年同月比0.01) (前年同月比▲0.07)

岐阜県

新潟県

愛知県

山梨県
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調査の概要 

⚫ 調査目的 春季賃上げの妥結状況を的確に把握し、労使に情報を提供する。 

⚫ 調査日  令和７年６月 30日現在 

⚫ 調査対象 県内の民間労働組合から抽出した 420組合 

 

調査結果の概要 

⚫ 平均要求額（定期昇給含む） 

平均要求額は15,276円で、前年同期と比べ金額で1,693円増加し、 

平均要求率は5.59％で、前年同期を0.40ポイント上回りました。 

⚫ 平均妥結額（定期昇給含む） 

平均妥結額は10,420円で、前年同期と比べ金額で431円増加し、 

平均賃上率は 3.83％で、前年同期を 0.02ポイント上回りました。 

 

特徴と傾向 

⚫ 平均妥結額及び平均賃上率は前年同期を上回り、平均妥結額は平成４年以来となる 

10,000円台となりました。 

※平成４年は加重平均、現在は単純平均による算出  

平成４年平均妥結額 11,448円(最終報) 

⚫ 妥結の内訳状況がわかる組合のうち、ベースアップを実施した組合は、75.5％にあたる 

151組合で、割合では前年同期を3.4ポイント上回りました。 

 

長野県内の民間労働組合を対象に、春季賃上げ要求・妥結状況を６月30日現在で 

調査しました。 
報告があった231組合のうち集計可能な204組合が賃上げ要求を行い、200組合が妥結

しました。 

 

長野県（産業労働部）プレスリリース 令和７年（2025年）７月 24日 

令和７年春季賃上げ要求・妥結状況調査結果を 

お知らせします（最終報：６月 30日現在） 

 

(問合わせ先) 産業労働部労働雇用課調査情報係 

吉沢、福嶋 

電   話  026-235-7119（直通） 

       026-232-0111（代表）内線 2475 

電子メール  rodokoyo@pref.nagano.lg.jp 

okadanota
フリーテキスト
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 調査日　令和７年 ６ 月 30 日
 公 　表   令和７年 ７ 月 24 日

長野県産業労働部労働雇用課

○産業別要求・妥結状況

産業 平均年齢 平均賃金 組合数 平均要求額
平均

要求率
前年

組合数
前年平均
要求額

前年平均
要求率

組合数 平均妥結額
平均

賃上率
前年

組合数
前年平均
妥結額

前年平均
賃上率

歳 円 組合 円 ％ 組合 円 ％ 組合 円 ％ 組合 円 ％

40.8 313,620 8 16,047 5.12 4 11,848 4.02 8 14,355 4.58 4 11,083 3.76

食　料　品 38.5 247,049 15 12,605 5.10 15 9,896 3.85 15 9,376 3.80 14 8,781 3.38

繊維工業 X X 2 X X 1 X X 2 X X 1 X X

ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品 40.8 290,297 4 13,111 4.52 3 16,667 5.84 4 12,262 4.22 3 13,333 4.67

印刷・同関連 42.9 218,992 6 10,615 4.85 5 9,280 4.27 6 4,000 1.83 5 3,550 1.63

鉄鋼・非鉄金属
・金属製品 41.2 260,688 13 15,785 6.05 13 11,675 4.60 13 10,771 4.13 13 10,213 4.02

機械器具 40.7 283,910 23 14,413 5.08 21 12,577 4.75 23 10,283 3.62 20 9,739 3.69

電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ
・電子回路 42.7 293,958 11 15,986 5.44 11 13,993 5.13 11 14,450 4.92 11 13,038 4.78

電気機械器具 40.8 278,373 26 14,951 5.37 21 12,932 4.85 26 11,386 4.09 21 10,805 4.06

情報通信機械器具 41.9 332,389 4 17,274 5.20 6 13,105 4.23 4 15,448 4.65 6 11,426 3.68

輸送用機械器具 39.4 282,552 17 16,545 5.86 15 14,330 5.27 17 13,351 4.73 15 13,247 4.87

その他製造 40.5 267,912 12 11,863 4.43 10 12,215 4.63 12 10,866 4.06 10 9,938 3.76

38.7 301,080 4 12,200 4.05 3 10,667 3.15 4 9,500 3.16 3 9,500 2.80

X X 2 X X 1 X X 2 X X 1 X X

44.1 235,912 21 14,896 6.31 17 16,063 7.53 21 7,470 3.17 17 7,027 3.30

40.1 277,571 14 14,228 5.13 9 13,391 4.96 14 10,580 3.81 9 11,651 4.32

- - - - - - - - - - - - - -

X X 2 X X 2 X X 2 X X 2 X X

40.8 301,741 9 34,882 11.56 5 27,387 10.73 5 5,480 1.97 4 5,883 2.36

37.6 278,135 11 12,972 4.66 13 16,052 6.02 11 8,711 3.13 13 9,599 3.60

40.8 273,425 204 15,276 5.59 175 13,583 5.19 200 10,420 3.83 172 9,989 3.81

製 造 業 計 40.7 273,657 133 14,393 5.26 121 12,530 4.73 133 11,081 4.05 119 10,543 3.97

非製造業計 40.9 272,989 71 16,931 6.20 54 15,942 6.26 67 9,107 3.38 53 8,745 3.44

○企業規模別要求・妥結状況

規模 平均年齢 平均賃金 組合数 平均要求額
平均

要求率
前年

組合数
前年平均
要求額

前年平均
要求率

組合数 平均妥結額
平均

賃上率
前年

組合数
前年平均
妥結額

前年平均
賃上率

歳 円 組合 円 ％ 組合 円 ％ 組合 円 ％ 組合 円 ％

41.1 254,842 113 12,885 5.06 99 11,821 4.80 113 8,683 3.41 97 8,283 3.37

40.4 283,537 62 17,550 6.19 51 15,468 5.69 60 11,775 4.14 50 11,275 4.15

40.6 324,213 29 19,730 6.09 25 16,712 5.49 27 14,681 4.61 25 14,035 4.61

全　産　業

令和７年春季賃上げ要求・妥結状況（最終報）

区分

要　　　求 妥　　　結

前年同期
（R6.6.30）

前年同期
（R6.6.30）

建　設　業

製
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
業

電気・ガス

情報通信業

運 輸 業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

上記以外の
サービス業等

（注）　1　要求・妥結状況は、単純平均による。

　　　　2　平均賃上率は、妥結組合の平均賃金に対するもの。

　　　  3  統計表中における該当数値がない場合は「-」、要求又は妥結で組合数が１又は２の場合は数値は「X」としている。

300人未満

300～999人

1000人以上

要　　　求 妥　　　結

前年同期
（R6.6.30）

前年同期
（R6.6.30）

区分



○妥結額分布状況

前年同期
構成比

前年同期
構成比

％ ％

1.2 5.2

2.3 8.1

0.6 11.0

4.7 2.9

7.0 1.2

5.2 4.7

7.6 2.9

6.4 4.1

8.7 1.2

7.0 1.2

7.0 100

○妥結の内訳状況

○年次別推移状況【最終報】

年 円 円 円 ％

 平成 4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
R2
R3 1.63
R4 1.82
R5 2.93
R6 3.81
R7 3.83

注） １　平均賃上率は妥結組合の平均賃金に対するもの。
      ２　平成12年以降の平均要求額・妥結額は、単純平均による。

273,425 15,276 10,420

1　 構成比の合計は、 四捨五入の結果100. 0になら ない場合がある 。

2　 前年同期は、 令和６ 年６ 月30日現在のも の。

3　 今年度調査よ り 妥結額の分布構成に「 14, 000円台～20, 000円以上」 を追加し た。

261,907 13,583 9,989

7,542

3,811 1.53

245,430 8,504 4,508 1.83

組合数

257,598

7,415

13,474

6,302
7,234

13,599
10,083

6,915

6,956

95

25

定期昇給・ベアともに妥結

定期昇給のみ妥結・ベアなし

定期昇給なし・ベアのみ妥結

その他

1.56

1.754,388

252,697
247,747

8,734 3,789

8,717

248,611

250,134

3,429
3,381

4,401 1.77
8,822 3,875

1.40
1.39

10,148

6,602

1.56

3,262

3,432
3,847
3,869
3,897
3,752
2,739

1.58
1.58

245,244
246,693

6,604
6,908

4,581
4,415
3,181

9,109

248,006
5,858 1.25247,352

244,975

1.51
1.10

247,020
248,132

1.35
3,316

240,783
1.356,948

3,100
247,015

1.85
1.78

247,497
248,220

1.296,822

1.39

259,483
262,541

249,528 3.00

13,637

8,785

258,321 3.00
7,134
5,710

組合数 構成比

7,490
7,75913,683

0

172

3.32
2.99

1,000円台

17,929

組合数 構成比 妥結額

0

要求組合の平均賃金

233,384

組合 ％ 組合 ％

0～900円台 1 0.5 11,000円台 8 4.0

3 1.5 12,000円台 9 4.5

2,000円台 3 1.5 13,000円台 12 6.0

15,000円台 20 10.0

3,000円台 12 6.0 14,000円台 9 4.5

7,284

2.74

6,000円台 13 6.5

4,000円台 6 3.0

5,000円台 16 16,000円台

平均妥結額平均要求額

200

28

6

8.0

111

200

18,000円台

4,661

3.0

前年同期
組合数

4,000

242,261

1.50

13,848
237,766
243,259

7,893

244,352

247,225

40

21

3.959,217

247,081 8,602

未回答

2.17

妥結額

年次

合　　計

平均賃上率

8 4.0

17,000円台

     こ れに合わせ、 「 前年同期組合構成比( R6. 6. 30) 」 を再集計し た。

7,000円台

11,644 7,557
7,961

1.62

7,438250,293 4,090
249,466 9,253

255,198

12 6.0

8,000円台 11 5.5

9,000円台 11 5.5

3 1.5

19,000円台

20,000円以上

合　計

1

8

0.5

4.0

100.0

5.07

10,000円台 28 14.0

225,303 19,724 11,448

項　　目

29

23
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〇総合指数は、2020 年（令和２年）を 100 として 113.2 となり、前月比は 0.2％下落しました。また、 

前年同月比は 2.9％上昇し、46 か月連続で前年同月を上回りました。 

〇生鮮食品を除く総合指数は 112.9 となり、前月比は 0.1％下落しました。また、前年同月比は 

3.1％上昇し、47 か月連続で前年同月を上回りました。 

〇生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は 111.6 となり、前月比は 0.1％上昇しました。また、 

前年同月比は 3.3％上昇し、39 か月連続で前年同月を上回りました。 

 

（注) ・前月比及び前年同月比の数値は、端数処理（四捨五入）の関係で、公表された指数を用いて算出した値とは一致しない場合があります。 

 ・この資料は、「総務省統計局『小売物価統計調査』の調査票情報」の長野市内価格を集計したものです。 

 

＊ 「長野市の消費者物価指数」は、「統計ステーションながの」でも提供しています。 https://tokei.pref.nagano.lg.jp/ 

＊ ７月分確報値の公表予定日は、2025 年８月 22 日（金）です。 
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月
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113.2 112.9

月 月

長野市の消費者物価指数  －2020 年基準－ 

2025 年（令和７年）６月分（確報値）をお知らせします 

 長野県（企画振興部）プレスリリース 令和７年（2025 年）７月 18 日 

（問合せ先） 

担    当  企画振興部総合政策課統計室 

統計第二係  氷熊、片山 

電   話 026-235-7073（直通） 

000000   026-232-0111（代表）内線 5114 

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ  026-235-0517 

電子メール tokei@pref.nagano.lg.jp ⻑野県は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。 
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費目別指数（前月比及び前年同月比）

区　分 総　合 食　料 住　居
光熱・
水道

家具・
家事用品

被服及び
履物

保健医療
交通・
通信

教　育 教養娯楽 諸雑費

ウエイト    10000     2579     2100       768      416      354      458     1523      206      989      607

指　　数 113.2   126.6   105.4   120.7    117.7   111.7   105.0   100.9   91.8    118.8   106.5   

前月比
（％）

△ 0.2  △ 0.2  0.1     △ 0.2   △ 0.1  0.4     0.2     △ 0.1  0.0     △ 1.0  △ 0.3  

前年同月比
（％）

2.9     6.7     1.4     2.4      0.6     1.9     2.0     1.2     △ 9.4  2.8     1.6     

 （注） ウエイト：　総合と10大費目の合計は、端数処理のため一致していない。
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１０大費目別 　　　（2020年（令和２年）＝100）

指　数 前月比
前　年
同月比

指　数 前月比
前　年
同月比

% % % %

総合 113.2 △0.2 2.9 他の被服 96.8 △0.8 △3.4

被服関連サービス 111.5 0.0 0.3

食料 126.6 △0.2 6.7

穀類 154.2 1.0 24.9 保健医療 105.0 0.2 2.0

魚介類 128.6 △2.8 3.6 医薬品・健康保持用摂取品 109.1 0.9 3.1

生鮮魚介 127.2 △2.5 1.5 保健医療用品・器具 115.0 △0.2 4.2

肉類 129.7 0.3 7.5 保健医療サービス 99.3 0.0 0.5

乳卵類 119.7 △3.9 △4.7

野菜・海藻 112.9 △4.5 △1.0

生鮮野菜 110.4 △6.3 △3.2 交通・通信 100.9 △0.1 1.2

果物 127.9 3.6 1.6 交通 101.6 △0.8 0.0

生鮮果物 130.9 3.6 1.0 自動車等関係費 112.0 △1.3 0.1

油脂・調味料 122.2 1.2 △1.0 通信 76.7 4.5 5.8

菓子類 136.9 3.4 13.7

調理食品 132.9 △1.0 4.9

飲料 125.9 3.0 12.6 教育 91.8 0.0 △9.4

酒類 113.0 △0.4 5.3 授業料等 84.1 0.0 △14.9

外食 117.9 0.0 7.8 教科書・学習参考教材 107.6 0.0 0.3

補習教育 112.1 0.0 4.2

住居 105.4 0.1 1.4

家賃 100.9 0.0 0.4 教養娯楽 118.8 △1.0 2.8

設備修繕・維持 120.3 0.5 4.1 教養娯楽用耐久財 105.6 0.2 0.6

教養娯楽用品 121.6 △0.3 4.4

書籍・他の印刷物 116.5 0.5 2.9

光熱・水道 120.7 △0.2 2.4 教養娯楽サービス 120.3 △1.8 2.5

電気代 130.1 △0.6 4.8

ガス代 120.8 △0.2 1.9

他の光熱 141.8 0.6 △0.6 諸雑費 106.5 △0.3 1.6

上下水道料 100.0 0.0 0.0 理美容サービス 105.7 0.0 1.5

理美容用品 104.1 △1.2 0.9

身の回り用品 118.6 0.0 6.7

家具・家事用品 117.7 △0.1 0.6 たばこ 115.1 0.0 0.6

家庭用耐久財 112.9 0.3 △1.5 他の諸雑費 103.5 0.1 0.7

室内装備品 95.6 △2.7 2.7

寝具類 112.0 0.3 △0.1

家事雑貨 133.8 △0.2 0.4 生鮮食品 120.3 △2.6 △0.7

家事用消耗品 122.3 △0.3 3.8 生鮮食品を除く総合 112.9 △0.1 3.1

家事サービス 104.3 0.0 0.0 生鮮食品を除く食料 127.8 0.2 8.1

別 持家の帰属家賃を除く総合 115.1 △0.2 3.2

持家の帰属家賃を除く住居 113.5 0.4 3.1

被服及び履物 111.7 0.4 1.9 持家の帰属家賃を除く家賃 101.1 0.0 0.8

衣料 112.5 0.4 1.8 114.9 △0.1 3.5

和服 133.2 0.0 23.4 掲 エネルギー 127.5 △1.6 0.8

洋服 111.9 0.4 1.2 106.4 0.1 1.6

シャツ・セーター・下着類 112.1 1.4 2.4 教育関係費 96.3 0.3 △6.5

シャツ・セーター類 117.0 1.6 4.6 教養娯楽関係費 117.1 △1.1 2.7

下着類 102.2 1.0 △2.3 情報通信関係費 77.3 3.4 5.0

履物類 118.2 △0.9 4.3 111.6 0.1 3.3生鮮食品及びエネルギーを除く総合

消　費　者　物　価　指　数　（長　野　市）

2025年(令和７年)６月分　確報値

分　　　　類 分　　　　類

持家の帰属家賃及び生鮮食品を除く総合

食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合

 ３



月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2023年 106.1 105.5 105.7 106.5 106.4 106.2 107.1 107.5 107.4 108.5 108.3 108.1 2023年 138.0 129.1 134.8 129.4 126.9 126.1 132.2 130.1 128.0 128.6 124.3 123.8

2024年 108.6 108.5 108.7 109.5 110.0 110.0 110.5 111.2 110.6 111.4 111.8 112.1 2024年 127.0 131.0 128.1 127.6 125.6 125.4 131.0 132.1 127.6 132.3 126.0 127.3

2025年 113.1 112.4 112.7 113.2 113.4 113.2 2025年 131.2 132.5 133.9 130.8 130.5 127.2

対前月 0.9 △0.7 0.3 0.4 0.2 △0.2 対前月 3.0 1.0 1.1 △2.3 △0.3 △2.5

対前年同月 4.2 3.6 3.7 3.4 3.1 2.9 対前年同月 3.3 1.2 4.6 2.5 3.9 1.5

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2023年 105.6 105.2 105.4 106.4 106.3 106.0 106.8 107.3 107.0 107.9 107.9 107.8 2023年 107.8 108.9 105.2 102.4 103.2 98.1 102.3 102.3 116.9 126.7 118.1 110.1

2024年 108.1 108.1 108.3 108.8 109.4 109.6 110.1 110.7 109.9 110.7 111.1 111.2 2024年 113.3 108.0 109.7 127.1 122.7 114.1 107.4 120.5 130.6 130.3 134.8 138.9

2025年 111.7 111.4 111.8 112.6 113.0 112.9 2025年 158.0 132.6 132.4 126.2 117.9 110.4

対前月 0.4 △0.3 0.4 0.7 0.4 △0.1 対前月 13.7 △16.1 △0.2 △4.7 △6.6 △6.3

対前年同月 3.3 3.0 3.2 3.5 3.3 3.1 対前年同月 39.4 22.8 20.7 △0.7 △3.9 △3.2

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2023年 111.3 111.6 111.3 112.7 113.4 113.9 115.4 115.8 117.0 118.6 118.3 117.4 2023年 100.3 114.0 107.9 101.0 99.3 106.5 116.0 119.2 114.8 108.1 113.1 114.5 115.7

2024年 118.2 117.6 118.3 119.2 119.2 118.7 118.8 120.7 121.0 122.8 123.9 124.1 2024年 115.7 120.7 120.2 123.2 120.5 126.3 129.6 127.2 119.9 118.9 120.1 126.9 129.6

2025年 127.4 125.8 126.8 126.9 126.9 126.6 2025年 129.6 145.7 143.5 138.4 131.1 126.3 130.9

対前月 2.6 △1.2 0.8 0.0 0.0 △0.2 対前月 12.4 △1.6 △3.5 △5.3 △3.6 3.6

対前年同月 7.8 7.0 7.2 6.5 6.5 6.7 対前年同月 20.7 19.3 12.3 8.9 0.1 1.0

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2023年 117.5 114.0 112.0 108.8 110.3 110.3 114.7 113.0 117.6 123.6 118.8 115.2 2023年 103.1 103.3 103.3 103.3 103.4 103.4 103.4 103.3 103.3 103.6 103.7 103.5

2024年 118.9 117.3 118.1 125.5 124.4 121.2 118.9 123.4 126.7 128.1 130.4 133.4 2024年 103.6 103.8 103.9 103.8 104.0 104.0 104.2 104.3 104.6 104.7 104.9 104.9

2025年 147.6 135.4 134.4 128.7 123.5 120.3 2025年 105.1 105.2 105.1 105.2 105.3 105.4

対前月 10.7 △8.3 △0.8 △4.2 △4.1 △2.6 対前月 0.2 0.1 △0.2 0.1 0.1 0.1

対前年同月 24.1 15.4 13.7 2.6 △0.8 △0.7 対前年同月 1.5 1.4 1.2 1.3 1.3 1.4

食　　　　　料 （生　鮮　果　物）

生　鮮　食　品 住　　　　　居

総　　　　　合 （生　鮮　魚　介）

生鮮食品を除く総合 （生　鮮　野　菜）
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月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2023年 129.3 116.4 115.1 114.5 110.5 109.3 108.2 106.5 104.7 109.4 108.3 108.8 2023年 96.7 96.6 96.9 96.9 97.0 97.1 99.1 100.4 99.9 99.2 99.1 99.6

2024年 109.6 109.5 110.4 111.5 115.2 117.9 120.3 119.3 111.9 112.5 115.5 119.8 2024年 100.0 99.7 99.5 100.0 99.5 99.7 100.0 99.8 99.8 100.0 100.2 100.6

2025年 120.3 115.8 116.4 119.3 121.0 120.7 2025年 101.8 101.5 101.6 101.8 101.0 100.9

対前月 0.4 △3.7 0.5 2.5 1.4 △0.2 対前月 1.2 △0.2 0.1 0.2 △0.8 △0.1

対前年同月 9.8 5.7 5.4 7.0 5.0 2.4 対前年同月 1.8 1.9 2.1 1.8 1.5 1.2

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2023年 104.8 107.3 109.2 114.6 112.1 109.0 110.3 108.5 110.3 112.8 113.3 111.6 2023年 100.3 100.3 100.5 100.8 100.8 100.8 100.8 100.8 100.8 100.8 100.8 100.8

2024年 111.9 111.9 108.6 110.9 116.6 117.0 118.2 120.1 119.6 121.0 118.6 115.6 2024年 100.9 100.9 100.9 101.3 101.3 101.3 101.3 101.3 101.3 101.3 101.3 101.3

2025年 116.7 115.0 114.1 117.1 117.8 117.7 2025年 101.3 101.3 101.3 91.8 91.8 91.8

対前月 0.9 △1.4 △0.8 2.7 0.6 △0.1 対前月 0.0 0.0 0.0 △9.4 0.0 0.0

対前年同月 4.3 2.8 5.1 5.6 1.1 0.6 対前年同月 0.5 0.5 0.5 △9.4 △9.4 △9.4

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2023年 102.3 105.1 106.2 106.4 107.3 106.0 106.5 106.6 105.9 107.6 106.9 107.9 2023年 102.9 103.7 105.2 107.7 108.6 107.3 109.9 112.5 110.2 111.8 111.5 111.3

2024年 108.0 107.9 108.5 109.7 109.7 109.7 108.3 107.4 109.5 109.7 110.5 110.3 2024年 112.4 113.7 114.5 116.7 116.7 115.6 116.9 119.7 117.0 117.9 117.7 117.3

2025年 109.5 109.2 109.8 110.7 111.3 111.7 2025年 116.1 116.6 117.4 119.7 120.0 118.8

対前月 △0.8 △0.2 0.5 0.8 0.5 0.4 対前月 △1.0 0.5 0.7 1.9 0.3 △1.0

対前年同月 1.4 1.3 1.2 0.9 1.4 1.9 対前年同月 3.2 2.5 2.6 2.6 2.8 2.8

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2023年 100.0 101.1 101.3 101.6 102.1 102.0 102.2 102.2 102.1 102.6 102.6 102.8 2023年 103.1 103.3 103.6 103.2 103.2 103.3 103.3 103.8 103.9 104.0 104.0 103.9

2024年 102.7 102.6 102.9 102.5 102.6 103.0 103.1 102.9 103.1 103.7 104.0 103.8 2024年 103.8 103.7 103.8 104.3 104.8 104.8 104.9 104.9 105.1 105.6 105.3 105.6

2025年 103.9 104.1 104.5 104.3 104.8 105.0 2025年 105.8 105.7 105.8 106.4 106.8 106.5

対前月 0.2 0.2 0.3 △ 0.2 0.5 0.2 対前月 0.2 △0.1 0.1 0.6 0.3 △0.3

対前年同月 1.2 1.5 1.6 1.7 2.2 2.0 対前年同月 2.0 1.9 1.9 2.1 1.9 1.6

保　健　医　療 諸　　雑　　費

被服及び履物 教　養　娯　楽

光 熱 ・ 水 道 交 通 ・ 通 信

家具・家事用品 教　　　　　育
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(2020年(令和２年)＝100)

区　　分

年  　月 指  数
前月比
（％）

前　年
同月比
（％）

指  数
前月比
（％）

前　年
同月比
（％）

指  数
前月比
（％）

前　年
同月比
（％）

2015年 97.4 0.5 98.5 0.5 98.5 0.6

2016年 96.9 △ 0.5 98.2 △ 0.3 98.2 △ 0.3

年 2017年 97.7 0.8 98.7 0.5 98.3 0.2

2018年 98.9 1.2 99.5 0.9 99.1 0.8

2019年 99.9 1.0 100.2 0.6 100.0 0.9

2020年 100.0 0.1 100.0 △ 0.2 100.0 0.0

2021年 100.0 0.0 99.8 △ 0.2 99.8 △ 0.2

別 2022年 103.0 3.1 102.1 2.3 101.9 2.2

2023年 106.6 3.5 105.2 3.1 105.0 3.0

2024年 109.7 2.9 107.9 2.5 107.2 2.1

2014年度 97.5 2.9 98.5 2.8 98.5 2.5

2015年度 97.3 △ 0.3 98.5 0.0 98.5 0.0

2016年度 97.1 △ 0.2 98.2 △ 0.2 98.1 △ 0.4

年 2017年度 98.0 1.0 98.9 0.7 98.5 0.4

2018年度 99.2 1.2 99.7 0.8 99.4 0.9

度 2019年度 100.2 1.0 100.3 0.6 100.2 0.7

2020年度 99.8 △ 0.4 99.9 △ 0.4 99.9 △ 0.2

別 2021年度 100.3 0.5 99.9 0.1 99.9 0.0

2022年度 104.1 3.8 103.0 3.0 102.8 2.9

2023年度 107.3 3.1 105.9 2.8 105.6 2.7

2024年度 110.5 3.0 108.7 2.7 107.8 2.1

2023年　７月 106.8 0.7 3.3 105.4 0.4 3.1 105.2 0.4 3.0

８月 107.3 0.4 3.4 105.7 0.2 3.1 105.3 0.2 2.8

　９月 107.0 △0.3 2.9 105.7 0.0 2.8 105.2 △0.1 2.5

 10月 107.9 0.8 2.9 106.4 0.7 2.9 106.0 0.7 2.7

 11月 107.9 0.0 2.7 106.4 0.0 2.5 106.0 0.0 2.3

月  12月 107.8 0.0 2.4 106.4 0.0 2.3 106.1 0.1 2.1

2024年　１月 108.1 0.3 2.4 106.4 0.0 2.0 106.0 0.0 1.8

２月 108.1 0.0 2.8 106.5 0.1 2.8 106.2 0.2 2.5

３月 108.3 0.2 2.7 106.8 0.3 2.6 106.5 0.3 2.4

４月 108.8 0.5 2.3 107.1 0.3 2.2 106.4 △0.1 1.6

５月 109.4 0.5 2.9 107.5 0.3 2.5 106.7 0.3 1.9

６月 109.6 0.1 3.3 107.8 0.3 2.6 107.0 0.2 2.1

７月 110.1 0.5 3.1 108.3 0.5 2.7 107.4 0.4 2.2

８月 110.7 0.5 3.2 108.7 0.4 2.8 107.9 0.4 2.4

９月 109.9 △0.7 2.7 108.2 △0.4 2.4 107.3 △0.5 2.0

10月 110.7 0.7 2.6 108.8 0.6 2.3 107.9 0.6 1.8

別 11月 111.1 0.4 2.9 109.2 0.4 2.7 108.3 0.4 2.2

12月 111.2 0.2 3.2 109.6 0.3 3.0 108.6 0.3 2.4

2025年　１月 111.7 0.4 3.3 109.8 0.2 3.2 108.7 0.0 2.5

　２月 111.4 △0.3 3.0 109.7 △0.1 3.0 108.5 △0.1 2.2

３月 111.8 0.4 3.2 110.2 0.4 3.2 109.1 0.5 2.4

４月 112.6 0.7 3.5 110.9 0.7 3.5 110.0 0.8 3.4

５月 113.0 0.4 3.3 111.4 0.4 3.7 110.5 0.5 3.6

６月 112.9 △0.1 3.1

（注)　前年同月比欄は、年別においては前年比、年度別においては前年度比である。

2020年基準　都市別消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）

全　　国 東京都区部長　野　市

６



2020年＝100

111.7 5.9 105.2 △ 3.2
（ 105.5 ) （ △ 3.0 ) （ 107.4 ) （ △ 3.7 )

104.7 1.3 98.4 △ 3.9
（ 103.4 ) （ 0.7 ) （ 105.0 ) （ △ 2.2 )

107.1 0.6 106.0 △ 11.1
（ 106.5 ) （ △ 5.1 ) （ 104.9 ) （ △ 8.7 )

※（　）内の数値は、2025年４月分確報値

-1.8

 ◎「長野県鉱工業指数」はインターネットでも提供しています。 ⇒ https://www.pref.nagano.lg.jp/tokei/tyousa/iip.html

※1）季節調整済指数とは、原指数を季節調整（毎年季節的に繰り返される変動を取り除くこと）した指数のことで、原指数 ÷ 季節指数 により算出します。

※2）原指数とは、生産等の基準数量（基準となる年の月平均の数量）に対する当月の数量の割合のことで、当月の数量 ÷ 基準数量 により算出します。

原指数 前年同月比（％）

出　荷
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長野県（企画振興部）プレスリリース 令和７年(2025年)７月22日

長野県鉱工業指数 2025年５月分（速報）をお知らせします

●概況

2025年５月の長野県鉱工業指数は、前月比(季節調整済指数)では、生産は5.9％増と３か月ぶりの上昇、

出荷は1.3％増と２か月連続の上昇、在庫は0.6％増と４か月ぶりの上昇となりました。

前年同月比(原指数)では、生産は3.2％減と２か月連続の低下、出荷は3.9 ％減と３か月連続の低下、

在庫は11.1％減と２か月連続の低下となりました。

（問合せ先）
企画振興部 総合政策課統計室 統計第一係 吉澤、井上
電 話：（直通）026-235-7070        

（代表）026-232-0111（内線）5118
ＦＡＸ：026-235-0517
Ｅ-mail tokei@pref.nagano.lg.jp
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⻑野県は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。
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１　生産・出荷・在庫の業種別動向

主な業種
季節

調整済
指数

前月比
（％）

寄与した主な品目

化学工業 180.2 44.9

上昇
輸送機械工業 142.0 10.4 自動車部品

14
窯業・土石製品工業 83.3 27.2 陶磁器・ファインセラミックス

汎用・生産用・業務用機械工業 99.1 △ 0.5 汎用機械部品

17業種
低下

繊維工業 61.2 △ 1.0

3
鉱業 48.6 △ 1.4

輸送機械工業 147.2 13.9 自動車部品

上昇
プラスチック製品工業 119.5 23.1 プラスチック製品

10
金属製品工業 106.4 12.7 金属製ばね

汎用・生産用・業務用機械工業 104.1 △ 4.1

17業種
低下

電子部品・デバイス工業 85.6 △ 3.6 電子デバイス

7
情報通信機械工業 113.7 △ 3.5 電子計算機及び関連装置

化学工業 228.9 8.9

上昇
電子部品・デバイス工業 92.6 7.8

8
汎用・生産用・業務用機械工業 113.9 1.3

情報通信機械工業 89.3 △ 6.2

16業種
低下

プラスチック製品工業 104.4 △ 5.0 プラスチック製品

7
電気機械工業 98.7 △ 3.8 民生用電気機械

　※「主な業種」については、寄与度（全体に与える影響）の大きいものを掲載してあります。

　※｢寄与した主な品目」については、対象事業所が少数の場合は掲載していません。

　※「汎用・生産用・業務用機械工業」に係る、「寄与した主な品目」の（）内は次の区分によります。
　　　　（汎）：汎用機械　　（生）：生産用機械　　（業）：業務用機械

生
産

在
庫

出
荷



２　主な業種の生産指数（季節調整済指数）の推移

情報通信機械工業

金型

※
3)

鉱工業

111.7

汎用・生産

用・業務用

機械工業

99.1

電子部品・
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101.2
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３　主な業種の生産指数等の推移

情報通信機械工業

金型

※
3

４　財別の動き（季節調整済指数）

最終需要財 投資財 消費財 生産財

指　数 前月比(％) 指　数 前月比(％) 指　数 前月比(％) 前月比(％)

113.7 4.4 100.5 △ 1.2 129.4 8.8 109.4 7.7

( 108.9 ) ( △ 4.6 ) ( 101.7 ) ( △ 3.2 ) ( 118.9 ) ( △ 6.2 ) ( 101.6 ) ( △ 1.8 )

107.6 △ 2.9 105.2 △ 4.9 110.7 0.0 104.7 8.7

( 110.8 ) ( 0.7 ) ( 110.6 ) ( 2.1 ) ( 110.7 ) ( 0.4 ) ( 96.3 ) ( 0.4 )

123.1 2.1 112.5 0.9 131.5 1.9 88.7 0.8

( 120.6 ) ( △ 5.9 ) ( 111.5 ) ( △ 11.2 ) ( 129.1 ) ( △ 0.5 ) ( 88.0 ) ( △ 4.5 )
※（　）内の数値は、2025年４月分確報値

在　庫

2020年＝100
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〔利用にあたって〕 

１ 目的 

  本県の鉱工業の動向をその数量的側面から総合的かつ迅速に把握することを目的としています。 

 

２ 資料 

  資料の出所は、主として経済産業省生産動態統計調査（統計法第２条第６項に規定する基幹統計調

査）によりますが一部、関係官庁、事業所等からの提供を得ています。 

 

３ 分類 

  業種分類指数は、日本標準産業分類に基づき、生産及び出荷は147品目（製造工業146品目、鉱業

1品目）、在庫は68品目（製造工業67品目、鉱業１品目）をもって鉱工業としたものです。 

  用途分類（財別）指数は、採用品目を投資財、消費財、生産財等の財別に格付し分類したものです。 

 

４ 基準年 

2020年 

 

５ ウェイト 

  2020年における付加価値額、出荷額、在庫額 

 

６ 算式 

  基準時の固定ウェイトで加重平均するラスパイレス算式 

 

 

 

 

 

 

７  留意事項 

   生産指数、出荷指数において鉱業は対象事業所が少数のため、原指数、季節調整済指数を掲載して

いません。 

  在庫指数において汎用機械工業及び輸送機械工業は在庫数量がとらえられないため、業務用機械工

業及び鉱業は対象事業所が少数のため、原指数、季節調整済指数を掲載していません。 

 

８  表中の記号 

   「ｘ」は数値が秘匿されているもの、「―」は該当数値のないもの、「０」は単位未満を表わして

います。 

 

９ 基準改定 

  2024年１月分（速報）から基準年を2020年に改定しました。これに伴い、2018年１月まで遡及し

            比較時数量 

            基準時数量 

総合指数＝                                    ×100 

                 基準時ウェイトの総和 

 × 基準時ウェイト   の総和 



て原指数、季節調整済指数を変更しています。 

 

10  季節調整 

   生産指数及び出荷指数についてはセンサス局法（Ｘ－12－ARIMA）、在庫指数についてはセンサス局

法（Ｘ－12－ARIMAの中のＸ－11 ﾃﾞﾌｫﾙﾄ）により品目別の季節指数を求めて算出しています。 

注１ 生産指数及び出荷指数における季節調整済指数系列は、季節要因に加え、曜日・祝祭日要因 

によっても調整されています。 

  具体的には以下のとおりです。 

季節調整済指数＝原指数÷（季節指数×曜日・祝祭日指数） 

注２ ARIMAモデル、外れ値処理については、「長野県鉱工業指数基準改定の概要」を参照して 

ください。 

注３ 季節調整済指数は８年間（96時点）を採用しました。 

 

11 その他 

この統計表に掲載分以前の数値を修正する場合もありますので、長期的動向を見る場合は、当課で

別途刊行する「長野県鉱工業指数年報」を参照してください。 

平成27年基準の指数とは、時系列比較できないことにご留意ください。 



okadanota
フリーテキスト
 参考資料１





okadanota
フリーテキスト
 参考資料２









okadanota
フリーテキスト
 参考資料３





長野県労連　パート・臨時・派遣連絡会

　長野市県町593 Rinks593 ３F　TEL：026-217-9071

非正規労働黒書2025

長野県
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１．はじめに

　長野県労連は県内の非正規労働者の低賃金と深刻な働き方の実態をあきらかにするため

昨年度、一昨年度に続き3回目の「非正規労働黒書」に取り組みました。今回の回答総数は

788件でした。賃金額の設問に回答があったのは490件で、うち最賃近傍（998円×1.15）は

240件（推計値を含む）でした。

　回答数は一昨年は124件、昨年は361件と回を重ねるごとに大幅に増えています。どこかに

厳しい現状や思いを伝えたいという切実な訴えが伝わってきます。低すぎる賃金の実態、正

規労働者との賃金格差、将来不安など、多くの課題が浮き彫りになっています。

２．働く人々 をめぐる全般的な状況

　現在、非正規労働者は2,132 万人 を超え、 非正規率は36.8％( 総務省「労働力調査」) と

なりました。金融広報中央 委員会があらわした金融資産非保有世帯(貯蓄ゼロ世帯)の割合

は、単身世帯が40.4％（+7.2）、2人以上世帯が22.0％（+4.8）にのぼり、実質賃金は3年連

続でマイナスとなっています。春闘は一定水準の結果となりましたが、物価高騰には追い付

いておらず、また企業規模、業種、世代、雇用形態、地域など様々賃上げ格差が生まれてい

ます。

３．「パート労働黒書」から見えてきたもの

(1)暮らしの困難さの主要因

　　①物価高騰（圧倒的多数）　②医療費・教育費の負担　③ローン・固定費

(2)収入や雇用に関する問題

　　①物価に追い付かない賃上げ　②年収の壁　③非正規の不安定さ

(3） 希望・要求

　　①圧倒的に「賃上げ」　②均等待遇　③医療・福祉制度の拡充

(4) 心理的影響と将来不安

　　①老後への不安（非常に多数）②生活の綱渡り感からくるストレス・焦燥

　　③将来展望が描けないことによる無力感・喪失感

　　④家庭・子どもへの責任感からの精神的プレッシャー

■社会保険による年収の壁についての声

•社保加入により手取りが大幅に減った

•扶養内の勤務希望だが、収入調整が難しい

•社保加入＝正規化ではなく、一時金等がないのに保険料は同じ。メリットより

保険料負担を重く感じる。

________________________________________

■声に見える課題

•「働けば働くほど損をする」という矛盾を感じている。

• 社会保険の必要性は理解しつつも、「それを上回る賃金が必要」との主張が強い。



４.アンケート用紙 2024年12月

長野県労連 パート・臨時・派遣連絡会

取り扱い組織 （ ）

回答欄に記入してください。 表紙のQRコードからGoogleフォームでも回答可

（A-1）性別（任意：ジェンダーギャップを可視化するための設問です）

①女性 ②男性 ③その他

（A-２）雇用形態

①パート ②再雇用(任用) ③正規　 ④その他

（B）年齢

①10代 ②20代 ③30代 ④40代 ⑤50代

⑥60代以上

（C-1）世帯人数

①1人暮らし ②２人暮らし ③3人暮らし ④4人暮らし ⑤５人以上

（C-2）家族構成

（D）労働時間（日）

①定め無し ②2時間 ③3時間 ④4時間 ⑤5時間

⑥6時間 ⑦7時間 ⑧8時間以上

（E）労働日数（週）

①定め無し ②週2日以下 ③週3日 ④週4日 ⑤週5日

⑥週6日以上

（F-1）賃金形態

①時給 ②日給 ③月給

（F-2）賃金額

円 裏面につづく

「2025長野県非正規労働黒書」を作るためのアンケート
　私たちは、長野県労連(長野県労働組合連合会)に加盟組織の中の非正規で働く仲間でつくるパート・臨時
派遣連絡会です。物価高の下、一刻も早く最低賃金1,500円を実現するため、私たちの働き方、暮らしの実態
を長野地方最賃審議会ほか、関係機関に届けるため、「長野県非正規労働黒書」を作成します。作成のため
のアンケートにご協力をお願いします。



（G-1）収入実態（昨年と比べて）

①収入が増えた ②収入が減った ③変わらない ④分からない

（G-2）①②の理由

（H）暮らしの実態（医療費、教育費、ローンなど暮らしの状況を自由に書いてください。）

（I）暮らしで困っていること・不安なこと

（J）これからの暮らしで希望すること （賃上げ、身分の安定など）

（K）自由記載（思っていることを自由にお書きください）

（※必須）アンケート回答の黒書への記載

①記載可 ②記載不可

ご協力ありがとうございました。回答は（　　　　　　　　　　　　　　　）まで　　　　　　　　　　

記載可と回答された方で記載内容の事前確認を

希望される方はお名前、連絡先を記載してください。

黒書・アンケートについて

・回答が同意なく、黒書に載ることはありません。

・黒書は長野地方最低賃金審議会ほか関係機関に

資料として提供します。

・SNS、Youtube等にも一部活用します。

・回答の黒書への記載にあたっては、回答から個人が

特定されないよう配慮します。



　　・実施期間　2025年1月～5月

　　・対象者　非正規労働者、最賃近傍の賃金で働く労働者

　　・回答総数788件

選択回答集計①

　　　　　　　長野県労連の組合員、長野県労連加盟の組合がある職場で働く

　　　　　　　労働者を中心に協力を依頼

5.「長野県非正規労働黒書」作成にあたってのアンケートの集計



選択回答集計②



選択回答集計③

記載回答集計①

順位 回答内容 件数 回答の例

1位
社会保険・税負担が増えた（扶養
を外れた含む）

33件
扶養を外れるほど収入が増えたが、保
険料や税で手取りが減った。

2位 労働時間・日数を減らした 27件
体調や家庭の事情で勤務時間を減らし
たため。

3位
再雇用・非正規化による時給・月
給ダウン

24件
定年退職後の再雇用で時給が大きく下
がった。

4位 賞与・一時金の減額 21件
会社の方針などでボーナス支給額が
減った。

5位
雇用形態の変更（正規→非正規な
ど）

19件
正社員からパートになり、給与体系が
変わった。

順位 回答内容 件数 回答の例

1位 時給が上がった 62件
職場の時給が改定され、以前より収入
が増えた。

2位 労働時間・日数を増やした 31件
勤務時間や出勤日数を増やしたことで
収入が増えた。

3位 就職・再就職・復職した 18件
新しく就職したことで収入を得られるよ
うになった。

4位 残業・手当が増えた 9件
人手不足などで残業が増え、手当もつ
いたため。

5位 その他（例：成績・評価加算など） 若干数
昇給評価や一時的手当、補助金支給な
どが影響。

【G-1】収入実態　下がった理由

【G-1】収入実態　上がった理由



記載回答集計②

順位 回答内容 件数 回答の例

1位 教育費の負担 112件 子どもの進学や習い事などで支出が増えている。

2位 住宅ローン・自動車ローン 105件 家や車のローン返済が毎月の負担になっている。

3位 医療費が高い 96件 通院や薬代がかさみ、予想以上の出費が続いている。

4位 物価高による生活費の圧迫 91件 食料品・光熱費・ガソリンなどの価格上昇で生活が苦しい。

5位 貯金ができない・赤字 81件 支出が増えて貯蓄ができず、生活が常にギリギリ。

順位 回答内容 件数 回答の例

1位 物価高騰・光熱費上昇 135件 あらゆる生活必需品の値上がりで出費が増えた。

2位 老後の生活が不安 122件 年金や将来の生活資金に不安がある。

3位 収入が増えない・時給が安い 103件 働いても賃金が上がらず、生活にゆとりがない。

4位 教育費が不安 96件 これからかかる進学費用を思うと将来が不安。

5位 医療費負担が大きい 88件 病気や通院で定期的に出ていく医療費が重い。

順位 回答内容 件数 回答の例

1位 賃上げ・時給アップ 214件 生活に見合った水準まで時給を引き上げてほしい。

2位 賞与・ボーナスの支給 82件 働きぶりに応じた一時金があると助かる。

3位 退職金制度の導入 57件 長く働いても最後に何も残らないのは不安。

4位 身分の安定（正職化など） 51件 雇用が不安定で、将来設計が立てられない。

5位 社会保険や税負担の軽減 34件 手取りが減っていて、税や社保の負担が重く感じる。

※記載回答はchat-GPTで集計（1件複数カウント）

【設問 H】暮らしの実態（医療費、教育費、ローンなど）

     【設問 I】暮らしで困っていること・不安なこと

    【設問 J】これからの暮らしで希望すること



回答者 ①女性・パート ①女性・パート ①女性・パート

年齢 ②20代 ②20代 ③30代

世帯人数 ⑤5人以上 ③3人暮らし ②2人暮らし

家族構成 自分、父、母、兄、祖母 夫・子 夫と自分

労働時間（日） 4時間 4時間 7時間

労働日数（週） 5日 5日 5日

賃金時間額 ¥1,000 ¥1,030 ¥1,001

収入実態（昨年比） ④わからない ②収入が減った ③変わらない

前項の理由

収入は増えたが手取りが

減った。扶養を抜けたの

で。本当は扶養のまま働

きたかった。

暮らしの実態

医療費は安くて2500円、

奨学金は12000円ほど

払っています

住宅ローン・車ローン・

教育費・税金がきつい。

奨学金の返済

困っていること

不安なこと

物の値段がどんどん上

がっているのに時給があ

まり変わらない。

住宅ローンの金利。車の

買い替え。

時給制なので大型連休な

どで休みが多いと不安

これからの

暮らしで

希望すること

賃上げをしてほしい。 賃上げ、ボーナス上げて

ほしい。

正社員になりたい

※掲載に同意を得られた方の回答のみ掲載しています。賃金額は日額、月額の回答も時給換算し

　しているため、最低賃金以下となっている回答もあります。



回答者 ①女性・パート ①女性・パート ⑤男性・パート

年齢 ③30代 ④40代 ④40代

世帯人数 ③3人暮らし ⑤5人以上 ①1人暮らし

家族構成 夫・義母 夫・母・子3人

労働時間（日） 4時間 4時間 6時間

労働日数（週） 5日 5日 3日

賃金時間額 ¥1,030 ¥934 ¥998

収入実態（昨年比） ②収入が減った ③変わらない ②収入が減った

前項の理由

社会保険加入により手取

りが月15000円ほど減っ

た。

収入はやや増えたが、引

かれるものが多くなった

ので所得は減ってしまっ

た。

ボーナス減

暮らしの実態

教育費（習い事） ガソリン・食費の値上げ

で苦しい

困っていること

不安なこと

何もかも値上げされてい

き、今の収入のままでは

生活が苦しくなってい

く。

所得が減ってしまったの

で、物価高に全く対応で

きない、子供の習い事で

すら月謝が上がってい

る。非常に厳しい。

生活がカツカツ

これからの

暮らしで

希望すること

社会保険加入による手取

り減少を上回る賃上げを

してほしい。

賃上げ希望！！物価高に

対応できるようにしてほ

しい。

賃上げ、ガソリン減税、

消費税廃止

※掲載に同意を得られた方の回答のみ掲載しています。賃金額は日額、月額の回答も時給換算し

　しているため、最低賃金以下となっている回答もあります。



回答者 ①女性・パート ①女性・パート ①女性・パート

年齢 ④40代 ⑤50代 ⑤50代

世帯人数 ④4人暮らし ③3人暮らし ②2人暮らし

家族構成 夫・子3人 夫・義父

労働時間（日） 6時間 4時間 7時間

労働日数（週） 5日 5日 5日

賃金時間額 ¥1,035 ¥1,035 ¥1,135

収入実態（昨年比） ①収入が増えた ③変わらない ②収入が減った

前項の理由 労働時間が増えた

時給だから、盆休みに

なったのはよいが、パー

トはボーナスもないで

は、給料が少なくなる。

暮らしの実態

学生2人の学費が大変で

す。もちろん住宅ローン

もまだまだあり。そろそ

ろ車も買い替えです。

教育費（大学生の授業

料）年50万、住宅ローン

年120万

医療費

困っていること

不安なこと

義父94歳の介護 物価高騰

これからの

暮らしで

希望すること

時給がもっと上がってほ

しいです。

時給のさらなるアップ 物価の高騰に対して、な

かなか給料上がらないの

に、ミスすれば給料下げ

られるのでは労働者のこ

と考えていないと思う。

※掲載に同意を得られた方の回答のみ掲載しています。賃金額は日額、月額の回答も時給換算し

　しているため、最低賃金以下となっている回答もあります。



回答者 ①女性・パート ①女性・パート ②女性・再雇用（任用）

年齢 ⑥60代以上 ⑥60代以上 ⑥60代以上

世帯人数 ②2人暮らし ②2人暮らし ①1人暮らし

家族構成 息子 夫

労働時間（日） 6時間 4時間 7時間

労働日数（週） 4日 4日 5日

賃金時間額 ¥1,008 ¥1,035 ¥1,100

収入実態（昨年比） ③変わらない ②収入が減った

前項の理由

労働時間が減った為 106万のカベがあり、時

給は上がったが収入は変

わらない

時給が３００円下がっ

た。

暮らしの実態

医療費・家の建て替えの

費用

物価高の影響で出費が大

きく増えています。また

高齢になり医療費も増え

ています。

ぎりぎりです。

困っていること

不安なこと

収入が減った為、生活に

困っている

60代後半ですので、心身

ともに健康でいつまで働

けるか心配です。

将来

これからの

暮らしで

希望すること

賃上げ。身分の安定。も

う少しで定年のため。

賃上げを希望します。高

齢ですので、で少しでも

今のうちに将来のために

貯金したい。

時給１１００円は安すぎ

る。仕事内容は全く変

わってないのに。

※掲載に同意を得られた方の回答のみ掲載しています。賃金額は日額、月額の回答も時給換算し

　しているため、最低賃金以下となっている回答もあります。
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